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1. 概要 

本説明書は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「法」という。）

第 43 条の 3 の 8 第 1 項の許可を受けたところによる設計及び工事の計画であることが，法第 43

条の 3の 9第 3項第 1号で認可基準として規定されており，当該基準に適合することを説明する

ものである。 

 

2. 基本方針 

設計及び工事の計画が，柏崎刈羽原子力発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（以下「設

置変更許可申請書」という。）の基本方針に従った詳細設計であることを，設置変更許可申請書と

の整合性により示す。 

本説明書は，設置変更許可申請書「本文（五号）」（以下「本文（五号）」という。）と設計及び

工事の計画のうち「基本設計方針」及び「機器等の仕様に関する記載事項」（以下「要目表」とい

う。）について示すとともに，設置変更許可申請書「本文（十号）」（以下「本文（十号）」という。）

に記載する解析条件についても整合性を示す。 

また，設置変更許可申請書「添付書類八」（以下「添付書類八」という。）のうち本文（五号）

に係る設備設計を記載している箇所については，本文（五号）の関連情報として記載する。 

なお，設置変更許可申請書の基本方針に記載がなく，設計及び工事の計画において詳細設計を

行う場合は，設置変更許可申請書に抵触するものではないため，本説明書には記載しない。 

 

3. 記載の基本事項 

(1) 説明書の構成は比較表形式とし，左欄から「設置変更許可申請書（本文（五号））」，「設置変

更許可申請書（添付書類八） 該当事項」，「設計及び工事の計画 該当事項」，「整合性」及び

「備考」を記載する。 

(2) 説明書の記載順は，本文（五号）に記載された順とする。なお，本文（十号）については， 

「設置変更許可申請書（本文（五号））」内の該当箇所に挿入する。 

(3) 本文（五号）と設計及び工事の計画の記載が同等の箇所には，実線のアンダーラインで明示する。  

記載等が異なる場合には破線のアンダーラインを引くとともに，設計及び工事の計画が本文

（五号）と整合していることを明示する。 

(4) 本文（十号）との整合性に関する補足説明は一重枠囲みにより記載する。 

本文（五号）との整合性に関する補足説明は原則として「整合性」欄に記載するが，欄内に

記載しきれないものについては別途，二重枠囲みにより記載する。 

(5) 添付書類八については，上記(3)において設計及び工事の計画にアンダーラインを引いた箇 

所について，同等の記載箇所には実線，記載が異なる箇所には破線のアンダーラインを引いて 

明示する。 
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五、発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備 
イ 発電用原子炉施設の位置 

    設置変更許可申請書（本文（五

号））イ項において，設計及び

工事の計画の内容は，以下の

とおり整合している。 

  

(1) 敷地の面積及び形状         

発電用原子炉施設を設置する敷地は，新潟県柏崎市と

刈羽郡刈羽村にまたがる日本海に面した標高（T.M.S.L.）

60m 前後のなだらかな丘陵地であり，敷地両端の凸部とそ

れらの間にはさまれる凹地からなっており，周辺部の丘

陵地は松林に覆われているが，中央部の凹地は砂丘不毛

地である。 

 敷地内の地質は，新第三紀層及びそれらを不整合で覆

う第四紀層からなる。 

 敷地の形状は汀線を長軸としたほぼ半楕円形であり，

敷地全体の広さは約 420 万 m2である。 

    設置変更許可申請書（本文（五

号））において許可を受けた

「敷地の面積及び形状」は，

本工事計画の対象外である。 

  

 1. 安全設計 

1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（設計基準対象施設の地盤） 
第三条 
適合のための設計方針 
1 について 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

1. 地盤等 

1.1 地盤 

   

地震の発生によって生じるおそれがあるその安全機能

の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特

に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）は，その

供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（以下

「イ(1)-①基準地震動」という。）による地震力が作用し

た場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

耐震重要施設については，基準地震動による地震力が

作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力

を有する地盤に設置する。 

 

設計基準対象施設のうち，地震の発生によって生じる

おそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線に

よる公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下「耐震

重要施設」という。）の建物・構築物，屋外重要土木構

造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並

びに浸水防止設備又は津波監視設備が設置された建物・

構築物について，若しくは，重大事故等対処施設のうち，

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和

設備が設置される重大事故等対処施設については，自重

や運転時の荷重等に加え，その供用中に大きな影響を及

ぼすおそれがある地震動（設置（変更）許可を受けた基

準地震動Ｓｓ（以下「イ(1)-①基準地震動Ｓｓ」とい

設計及び工事の計画のイ(1)-

①は，設置変更許可申請書（本

文（五号））のイ(1)-①と同義

であり，整合している。以下，

同様箇所については，説明を

省略する。 
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う。））による地震力が作用した場合においても，接地圧

に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用する

ことによって弱面上のずれが発生しないイ(1)-②ことを

含め，基準地震動による地震力に対する支持性能を有す

る地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用する

ことによって弱面上のずれが発生しないことを含め，基

準地震動による地震力に対する支持性能を有する地盤に

設置する。 

＜中略＞ 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作

用することによって弱面上のずれが発生しないイ(1)-

②地盤として，設置（変更）許可を受けた地盤に設置す

る。 

設計及び工事の計画のイ(1)-

②は「設置（変更）許可を受

けた地盤」に設置することを

記載しており，設置変更許可

申請書（本文（五号））イ(1)-

②と整合している。 

 

 1.4 耐震設計 

1.4.1 設計基準対象施設の耐震設計 

1.4.1.1 設計基準対象施設の耐震設計の基本方針 

   

  (3) 建物・構築物については，耐震重要度分類の各クラ

スに応じて算定する地震力が作用した場合においても，

接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

なお，建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物

（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造物）の総称

とする。 

     

 また，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な機

器・配管系の間接支持機能，若しくは非常時における海水

の通水機能を求められる土木構造物をいう。 

ここで，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な

機器・配管系の間接支持機能，若しくは非常時における

海水の通水機能を求められる土木構造物をいう。 

  

 1. 安全設計 

1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（設計基準対象施設の地盤） 

第三条 

適合のための設計方針 

1 について 

＜中略＞ 

   

耐震重要施設以外の設計基準対象施設については，耐

震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用

した場合においても接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

耐震重要施設以外の設計基準対象施設については，耐

震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用

した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有

する地盤に設置する。 

設計基準対象施設のうち，耐震重要施設以外の建物・

構築物及びその他の土木構造物については，自重や運転

時の荷重等に加え，耐震重要度分類の各クラスに応じて

算定する地震力が作用した場合，若しくは，重大事故等

対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備以外の

常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施
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設については，自重や運転時の荷重等に加え，代替する

機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要

度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用した

場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する

地盤に設置する。 

 2 について    

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生

じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建

物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下等の

周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそ

れがない地盤に設置する。 

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生

じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建

物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下等

の周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるお

それがない地盤に設置する。 

設計基準対象施設のうち，耐震重要施設，若しくは，

重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止

設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故

等対処施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる

支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構

築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下等の周辺

地盤の変状により，その安全機能，若しくは，重大事故

に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故を除く。）又は重大事故（以下「重大事故

等」という。）に対処するために必要な機能が損なわれ

るおそれがない地盤として，設置（変更）許可を受けた

地盤に設置する。 

   

 3 について    

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の

露頭がない地盤に設置する。 

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の

露頭がない地盤に設置する。 

設計基準対象施設のうち，耐震重要施設，若しくは，

重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止

設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故

等対処施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭

がない地盤として，設置（変更）許可を受けた地盤に設

置する。 

   

 1.4 耐震設計 

1.4.1 設計基準対象施設の耐震設計 

1.4.1.4 荷重の組合せと許容限界 

(4) 許容限界 

d. 基礎地盤の支持性能 

   

  (a) Ｓクラスの建物・構築物及びＳクラスの機器・配管

系（(b)に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止

設備及び津波監視設備を除く。）の基礎地盤 

ⅰ. 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限

界 

 接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準等に

よる地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有するこ

設計基準対象施設のうち，Ｓクラスの施設（津波防護

施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）の地盤，

若しくは，重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重

大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故

防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の建
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とを確認する。 

 

物・構築物及び土木構造物の地盤の接地圧に対する支持

力の許容限界について，自重や運転時の荷重等と基準地

震動Ｓｓによる地震力との組合せにより算定される接

地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準等による

地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有すること

を確認する。 

 ⅱ. 弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界 

 接地圧に対して，安全上適切と認められる規格及び基

準等による地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。 

 

また，上記の設計基準対象施設にあっては，自重や運

転時の荷重等と設置（変更）許可を受けた弾性設計用地

震動Ｓｄ（以下「弾性設計用地震動Ｓｄ」という。）に

よる地震力又は静的地震力との組合せにより算定され

る接地圧について，安全上適切と認められる規格及び基

準等による地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。 

  

 (b) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備

及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建

物・構築物の基礎地盤 

ⅰ. 基準地震動による地震力との組合せに対する許容限

界 

 接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準等に

よる地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有するこ

とを確認する。 

屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備並びに浸水防止設備又は津波監視設備

が設置された建物・構築物の地盤においては，自重や運

転時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震力との組合

せにより算定される接地圧が，安全上適切と認められる

規格及び基準等による地盤の極限支持力度に対して妥

当な余裕を有することを確認する。 

 

  

 (c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，Ｂクラス及

びＣクラスの機器・配管系並びにその他の土木構造物の

基礎地盤 

 上記(a)ⅱ．による許容支持力度を許容限界とする。 

設計基準対象施設のうち，Ｂクラス及びＣクラスの施

設の地盤，若しくは，常設耐震重要重大事故防止設備以

外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類が

Ｂクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等

対処施設の建物・構築物，機器・配管系及び土木構造物

の地盤においては，自重や運転時の荷重等と，静的地震

力及び動的地震力（Ｂクラスの共振影響検討に係るもの

又はＢクラスの施設の機能を代替する常設重大事故防

止設備の共振影響検討に係るもの）との組合せにより算

定される接地圧に対して，安全上適切と認められる規格

及び基準等による地盤の短期許容支持力度を許容限界

とする。 
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  2. 自然現象 

2.1 地震による損傷の防止 

2.1.1 耐震設計 

  

  (5) 設計における留意事項 

a. 波及的影響 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故防止設備，常

設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準

拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスの

もの）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設

置される重大事故等対処施設（以下「上位クラス施設」

という。）は，下位クラス施設の波及的影響によって，

それぞれの安全機能及び重大事故等に対処するために

必要な機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

  

  2.1.2 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針   

イ(1)-③耐震重要施設については，基準地震動による

地震力によってイ(1)-④生じるおそれがある周辺の斜面

の崩壊に対して，その安全機能が損なわれるおそれがな

い場所に設置する。 

  イ(1)-③上位クラス施設については，基準地震動Ｓｓ

による地震力により周辺斜面の崩壊イ(1)-④の影響が

ないことが確認された場所に設置する。 

設計及び工事の計画のイ(1)-

③は，設置変更許可申請書（本

文（五号））のイ(1)-③を含ん

でおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のイ(1)-

④は，設置変更許可申請書（本

文（五号））のイ(1)-④を詳細

設計した結果であり，整合し

ている。 

  

  1.4.2  重大事故等対処施設の耐震設計 

1.4.2.1  重大事故等対処施設の耐震設計の基本方針 

＜中略＞ 

1. 地盤等 

1.1 地盤 

  
 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和

設備が設置される重大事故等対処施設については，基準

地震動による地震力が作用した場合においても，接地圧

に対する十分な支持力を有する地盤に設置する。 

(6) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和

設備又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置

される重大事故等対処施設については，基準地震動によ

る地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十

分な支持力を有する地盤に設置する。 

＜中略＞ 

設計基準対象施設のうち，地震の発生によって生じ

るおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線

による公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下

「耐震重要施設」という。）の建物・構築物，屋外重要

土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監

視設備並びに浸水防止設備又は津波監視設備が設置さ

れた建物・構築物について，若しくは，重大事故等対

処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備又は常

設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設
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については，自重や運転時の荷重等に加え，その供用

中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（設置

（変更）許可を受けた基準地震動Ｓｓ（以下「基準地

震動Ｓｓ」という。））による地震力が作用した場合に

おいても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤

に設置する。 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（重大事故等対処施設の地盤） 

第三十八条 

適合のための設計方針 

1 の一 について 

   

  常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故

等対処施設については，基準地震動による地震力が作用

した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有

する地盤に設置する。 

   

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用する

ことによって弱面上のずれが発生しないイ(1)-⑤ことを

含め，基準地震動による地震力に対する支持性能を有す

る地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用す

ることによって弱面上のずれが発生しないことを含め，

基準地震動による地震力に対する支持性能を有する地盤

に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作

用することによって弱面上のずれが発生しない地盤と

して，イ(1)-⑤設置（変更）許可を受けた地盤に設置す

る。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画イ(1)-⑤

は「設置（変更）許可を受け

た地盤」に設置することを記

載しており，設置変更許可申

請書（本文（五号））のイ(1) 

-⑤と整合している。 

  

 1 の三 について    

 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施

設については，基準地震動による地震力が作用した場合

においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤

に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用す

ることによって弱面上のずれが発生しないことを含め，

基準地震動による地震力に対する支持性能を有する地盤

に設置する。 

   

 1 の二 について    

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備が設置される重大事故等対処施設については，代

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備が設置される重大事故等対処施設については，代

設計基準対象施設のうち，耐震重要施設以外の建

物・構築物及びその他の土木構造物については，自重
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替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震

重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用し

た場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震

重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用し

た場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

や運転時の荷重等に加え，耐震重要度分類の各クラス

に応じて算定する地震力が作用した場合，若しくは，

重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防

止設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大

事故等対処施設については，自重や運転時の荷重等に

加え，代替する機能を有する設計基準事故対処設備が

属する耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する地

震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分

な支持力を有する地盤に設置する。 

 2 について    

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和

設備が設置される重大事故等対処施設は，地震発生に伴

う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並び

に地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び

揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状により，重大事故に

至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設

計基準事故を除く。）又は重大事故（以下「重大事故等」

という。）に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがない地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和

設備が設置される重大事故等対処施設は，地震発生に伴

う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並び

に地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及

び揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状により，重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

い地盤に設置する。 

 

 

設計基準対象施設のうち，耐震重要施設，若しく

は，重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事

故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設は，地震発生に伴う地殻変動によっ

て生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴

う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み

沈下等の周辺地盤の変状により，その安全機能，若し

くは，重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異

常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）又は重大事故

（以下「重大事故等」という。）に対処するために必要

な機能が損なわれるおそれがない地盤として，設置

（変更）許可を受けた地盤に設置する。 

 
  

 3 について    

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和

設備が設置される重大事故等対処施設は，将来活動する

可能性のある断層等の露頭がない地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和

設備が設置される重大事故等対処施設は，将来活動する

可能性のある断層等の露頭がない地盤に設置する。 

設計基準対象施設のうち，耐震重要施設，若しく

は，重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事

故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重

大事故等対処施設は，将来活動する可能性のある断層

等の露頭がない地盤として，設置（変更）許可を受け

た地盤に設置する。 

    

 1.4 耐震設計 

1.4.2  重大事故等対処施設の耐震設計 

1.4.2.4 荷重の組合せと許容限界 

(4) 許容限界 

c. 基礎地盤の支持性能 

(a) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和

設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設

備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設
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重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置される重大事

故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系及び土木構

造物の基礎地盤 

   「1.4.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容

限界」に示すＳクラスの建物・構築物及びＳクラスの機

器・配管系，屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水

防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置さ

れた建物・構築物の基礎地盤の基準地震動による地震力

との組合せに対する許容限界を適用する。 

設計基準対象施設のうち，Ｓクラスの施設（津波防護

施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）の地盤，

若しくは，重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重

大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故

防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の建

物・構築物及び土木構造物の地盤の接地圧に対する支持

力の許容限界について，自重や運転時の荷重等と基準地

震動Ｓｓによる地震力との組合せにより算定される接

地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準等による

地盤の極限支持力度に対して妥当な余裕を有すること

を確認する。 

＜中略＞ 

    

 (b) 常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣク

ラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の建物・

構築物，機器・配管系及び土木構造物の基礎地盤 

   

   「1.4.1.4 荷重の組合せと許容限界」の「(4) 許容

限界」に示すＢ，Ｃクラスの建物・構築物，機器・配管

系及びその他の土木構造物の基礎地盤の許容限界を適用

する。 

 設計基準対象施設のうち，Ｂクラス及びＣクラスの

施設の地盤，若しくは，常設耐震重要重大事故防止設

備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分

類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大

事故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系及び土

木構造物の地盤においては，自重や運転時の荷重等

と，静的地震力及び動的地震力（Ｂクラスの共振影響

検討に係るもの又はＢクラスの施設の機能を代替する

常設重大事故防止設備の共振影響検討に係るもの）と

の組合せにより算定される接地圧に対して，安全上適

切と認められる規格及び基準等による地盤の短期許容

支持力度を許容限界とする。 
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  2. 自然現象 

2.1 地震による損傷の防止 

2.1.1 耐震設計 

(5) 設計における留意事項 

a. 波及的影響 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計

基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳク

ラスのもの）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）が設置される重大事故等対処施設（以下「上位ク

ラス施設」という。）は，下位クラス施設の波及的影

響によって，それぞれの安全機能及び重大事故等に対

処するために必要な機能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

  

  2.1.2 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針   

イ(1)-⑥常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大

事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設について

は，基準地震動による地震力によってイ(1)-⑦生じるお

それがある周辺の斜面の崩壊に対して，重大事故等に対

処するために必要な機能が損なわれるおそれがない場所

に設置する。 

 
イ(1)-⑥上位クラス施設については，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力により周辺斜面の崩壊イ(1)-⑦の影響

がないことが確認された場所に設置する。 

設計及び工事の計画のイ(1)-

⑥は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(1)-⑥

を含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のイ(1)-

⑦は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(1)-⑦

を詳細設計した結果であり，

整合している。 

 

(2) 敷地内における主要な発電用原子炉施設の位置         

6 号及び 7 号原子炉本体は，敷地北部の大湊側の 5 号

炉南側に隣接して設置する。主排気筒は，各原子炉建屋屋

上に設置し，復水器冷却用水の取水口は発電所敷地前面

に設ける北防波堤の内側に，放水口は北防波堤の外側に

設置する。 

 

 

 

 

 

  
 

設置変更許可申請書（本文（ 

五号））の「発電用原子炉施

設の位置」は，本工事計画の

対象外である。 
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  1.1  安全設計の方針 

1.1.7  重大事故等対処設備に関する基本方針 

1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

(1) 多様性，位置的分散 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

＜中略＞ 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.2 多様性，位置的分散等 

(1) 多様性又は多様性及び独立性 

a. 常設重大事故等対処設備 

    

  常設重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備並

びに使用済燃料貯蔵槽（使用済燃料貯蔵プール）の冷

却設備及び注水設備（以下「設計基準事故対処設備

等」という。）の安全機能と共通要因によって同時に

その機能が損なわれるおそれがないよう，共通要因の

特性を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置的分

散を考慮して適切な措置を講じる設計とする。 

＜中略＞ 

  

  b. 可搬型重大事故等対処設備 

＜中略＞ 

  

屋外イ(2)-①の可搬型重大事故等対処設備は，イ(2)-

②設計基準事故対処設備並びに使用済燃料貯蔵槽（使用

済燃料貯蔵プール）の冷却設備及び注水設備（以下「設

計基準事故対処設備等」という。）並びに常設重大事故

等対処設備が設置される建屋イ(2)-③並びに屋外の設計

基準事故対処設備等又は常設重大事故等対処設備のそれ

ぞれからイ(2)-④100m の離隔距離を確保した上で，複

数箇所に分散して保管する。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，原子炉

建屋，タービン建屋及び廃棄物処理建屋から 100m 以上

の離隔距離を確保するとともに，当該可搬型重大事故等

対処設備がその機能を代替する屋外の設計基準対象施設

及び常設重大事故等対処設備から 100m 以上の離隔距離

を確保した上で，複数箇所に分散して保管する設計とす

る。 

＜中略＞ 

 屋外イ(2)-①に保管する可搬型重大事故等対処設備

は，イ(2)-②設計基準事故対処設備等及び常設重大事

故等対処設備が設置されている建屋からイ(2)-④a100m

以上の離隔距離を確保するとともに，イ(2)-③当該可

搬型重大事故等対処設備がその機能を代替する屋外の設

計基準対象施設及び常設重大事故等対処設備からイ

(2)-④b100m 以上の離隔距離を確保した上で，複数箇所

に分散して保管する設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のイ(2)-

①は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(2)-①

と同義であり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のイ(2)-

②は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(2)-②

と同義であり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のイ(2)-

③は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(2)-③

を含んでおり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のイ(2)-

④a 及びイ(2)-④b は，設置

変更許可申請書（本文（五
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号））のイ(2)-④を詳細設計

した結果であり，整合してい

る。 

 1.1.7.4  操作性及び試験・検査性 

(1) 操作性の確保 

d. 発電所内の屋外道路及び屋内通路の確保 

5.1.6 操作性及び試験・検査性 

(1) 操作性の確保 

＜中略＞ 

  

想定される重大事故等イ(2)-⑤の対処に必要な可搬型

重大事故等対処設備の保管場所から設置場所及び接続場

所まで運搬するための経路，又は他の設備の被害状況を

把握するための経路（以下「アクセスルート」という。）

イ(2)-⑥に対して想定される自然現象のうち，地震によ

る影響（周辺構造物の倒壊または損壊，周辺斜面の崩壊，

敷地下斜面・道路面のすべり），台風及び竜巻による影響

（飛来物），積雪，低温，落雷，火山の影響（降灰），森

林火災及び降水を想定し，複数のアクセスルートの中か

ら早期に復旧可能なアクセスルートを確保するため，障

害物を除去可能なホイールローダイ(2)-⑦等の重機を分

散して保管する設計とする。 

 想定される重大事故等が発生した場合において，可搬

型重大事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状

況を把握するため，発電所内の道路及び通路が確保でき

るよう，以下の設計とする。 

屋外及び屋内において，アクセスルートは，自然現象，

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるもの，溢水及び火災を

想定しても，運搬，移動に支障をきたすことのないよう，

迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保する。 

＜中略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 屋外アクセスルートに対する地震による影響（周辺構

造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），そ

の他自然現象による影響（風（台風）及び竜巻による飛来

物，積雪並びに火山の影響）を想定し，複数のアクセスル

ートの中から状況を確認し，早期に復旧可能なアクセス

ルートを確保するため，障害物を除去可能なホイールロ

ーダを 4台（予備 1台）保管，使用する。 

＜中略＞ 

また，発電所敷地又はその周辺における発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるものとして選定する火災・爆発（森林

想定される重大事故等イ(2)-⑤が発生した場合にお

いて，可搬型重大事故等対処設備を運搬し，又は他の

設備の被害状況を把握するため，発電所内の道路及び

通路が確保できるよう，以下の設計とする。 

屋外及び屋内において，アクセスルートは，自然現

象，外部人為事象，溢水及び火災を想定しても，運搬，

移動に支障をきたすことのないよう，迂回路も考慮して

複数のアクセスルートを確保する設計とする。 

イ(2)-⑥a 屋外及び屋内アクセスルートに影響を与え

るおそれがある自然現象として，地震，津波，風（台

風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，火山の影

響及び生物学的事象を選定する。 

屋外及び屋内アクセスルートに対する外部人為事象に

ついては，屋外アクセスルートに影響を与えるおそれが

ある事象として選定する火災・爆発（森林火災，近隣工

場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス及び

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対し

て，迂回路も考慮した複数のアクセスルートを確保する

設計とする。 

＜中略＞ 

イ(2)-⑥b 屋外アクセスルートに対する地震による影

響（周辺構造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面の

すべり），その他自然現象による影響（風（台風）及び

竜巻による飛来物，積雪並びに火山の影響）を想定し，

複数のアクセスルートの中から状況を確認し，早期に復

旧可能なアクセスルートを確保するため，障害物を除去

可能なホイールローダ（「6，7号機共用」（以下同じ。） 

）イ(2)-⑦を 4台（予備1台）保管，使用する。 

＜中略＞ 

 

設計及び工事の計画のイ(2)-

⑤は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(2)-⑤

と同義であり，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のイ(2)-

⑥a～イ(2)-⑥c は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のイ(2)-⑥を具体的に記載

しており，整合している。 

 

設計及び工事の計画のイ(2)- 

⑦は，設置変更許可申請書

（本文（五号））のイ(2)-⑦

を詳細設計した結果として記

載しており，整合している。 
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火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等）及び

有毒ガスに対して，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた建屋内に確保する設計とする。 

＜中略＞ 

 1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の

方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9 月

27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

重大事故等対処設備 

（第四十三条）  

適合のための設計方針 

(1) 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

a. 多様性，位置的分散 

   

 (b) 可搬型重大事故等対処設備（第 3 項 第五号及び第

七号） 

＜中略＞ 

5.1.2 多様性，位置的分散等 

(1) 多重性又は多様性及び独立性 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

＜中略＞ 

  

  地震に対して，屋内の可搬型重大事故等対処設備は，

「第三十八条 重大事故等対処施設の地盤」に基づく地

盤上に設置する建屋内に保管する。屋外の可搬型重大事

故等対処設備は，転倒しないことを確認する，又は必要に

より固縛等の処置をするとともに，地震により生ずる敷

地下斜面のすべり，液状化又は揺すり込みによる不等沈

下，傾斜及び浮き上がり，地盤支持力の不足，地中埋設構

造物の損壊等の影響により必要な機能を喪失しない位置

に保管する設計とする。 

＜中略＞ 

 地震に対して，屋内の可搬型重大事故等対処設備は，

「1. 地盤等」に基づく地盤に設置された建屋内に保管

する。屋外の可搬型重大事故等対処設備は，転倒しない

ことを確認する，又は必要により固縛等の処置をすると

ともに，地震にイ(2)-⑥c より生ずる敷地下斜面のすべ

り，液状化又は揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮

き上がり，地盤支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等

の影響により必要な機能を喪失しない位置に保管する設

計とする。 

＜中略＞ 

  

 地震，津波，溢水及び火災に対して可搬型重大事故等対

処設備は，設計基準事故対処設備等及び常設重大事故等

対処設備と同時に機能を損なうおそれがないように，設

計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重大事故等対

処設備と位置的分散を図り複数箇所に分散して保管する

設計とする。 

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森林火

災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒

地震，津波，溢水及び火災に対して可搬型重大事故

等対処設備は，設計基準事故対処設備等及び常設重大

事故等対処設備と同時に機能を損なうおそれがないよ

うに，設計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重

大事故等対処設備と位置的分散を図り，複数箇所に分

散して保管する設計とする。 

 風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発

（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火
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ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，可搬型重大事

故等対処設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が図

られた建屋内に保管するか，又は設計基準事故対処設備

等及び常設重大事故等対処設備と同時に必要な機能を損

なうおそれがないように，設計基準事故対処設備等の配

置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図

り，防火帯の内側の複数箇所に分散して保管する設計と

する。クラゲ等の海生生物から影響を受けるおそれのあ

る屋外の可搬型重大事故等対処設備は，予備を有する設

計とする。 

災等），有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対し

て，可搬型重大事故等対処設備は，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた建屋内に保管するか，又は

設計基準事故対処設備等及び常設重大事故等対処設備

と同時に必要な機能を損なうおそれがないように，設

計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重大事故等

対処設備と位置的分散を図り，防火帯の内側の複数箇

所に分散して保管する設計とする。クラゲ等の海生生

物から影響を受けるおそれのある屋外の可搬型重大事

故等対処設備は，予備を有する設計とする。 

＜中略＞ 

原子炉炉心の中心から敷地境界までの最短距離は，6号

炉については，北北東方向で約 760m である。また，7 号

炉については，北北東方向で約 890m である。 

 

 

 

  設置変更許可申請書（本文（ 

五号））の「発電用原子炉施

設の位置」は，本工事計画の

対象外である。 
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ロ 発電用原子炉施設の一般構造     設置変更許可申請書(本文（ 

五号）)ロ項において、設計

及び工事の計画の内容は，以

下のとおり整合している。 

  

     

 ロ－①本発電用原子炉施設は，発電用原子炉，原子炉

冷却系，タービン系及び各種の安全防護設備等からなる。

各設備は，原子炉建屋，タービン建屋，コントロール建

屋，廃棄物処理建屋等に収納するが，一部の設備は屋外

に設置する。 

  
 

設置変更許可申請書（本文（ 

五号））ロ－①に整合してい

ることは，本資料にて個別に

示す。 

  

 1.安全設計 

1.4 耐震設計 

1.4.3  主要施設の耐震構造 

1.4.3.1  原子炉建屋 

【原子炉格納施設】 

（要目表） 

  

 発電用原子炉施設のうち，主要な施設である原子炉建

屋及びロ－②タービン建屋は，鉄筋コンクリート造（一

部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）とする。 

 

 

 

原子炉建屋は，地上 4 階，地下 3 階建で，平面が約

57m（南北方向）×約 60m（東西方向）の鉄筋コンクリ

ート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造）の

建物である。 

最下階床面からの高さは約 58m で地上高さは約 38m

である。 

建物中央部には鉄筋コンクリート製原子炉格納容器

があり，鉄筋コンクリート造の基礎版上に設置し原子

炉建屋と一体構造としている。その外側に外壁である

原子炉建屋側壁がある。 

これらは，原子炉建屋の主要な耐震壁を構成してい

る。また，それぞれ壁の間は強固な床版で一体に連結

し，全体として剛な構造としている。 

 

1.4.3.2  タービン建屋 

タービン建屋は，地上 2階(一部 3階)，地下 2 階建

で平面が約 97m（南北方向）×約 82m（東西方向）の

鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及

び鉄骨造）の建物である。 

建物の内部は，多くの遮蔽壁をもち，剛性が高い。

したがって十分な耐震性を有する構造となっている。 
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   設置変更許可申請書（本文

（五号））ロ－②は，設計及

び工事の計画の「Ⅴ-2-2-6 

タービン建屋の耐震性につい

ての計算書」に記載してお

り，整合している。 

 

 

 敷地の整地面は，標高 12m とする。 

  

    設置変更許可申請書（本文

（五号））において許可を受

けた「敷地の整地面の標高」

は，本工事計画の対象外であ

る。 

 

  

 ロ－③本発電用原子炉施設は，「核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律」及び電気事業法等

の関係法令の要求を満足するとともに，原子力規制委員

会が決定した「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下「設置許可

基準規則」という。）及び関連する審査基準等に適合する

ように設計する。 

    設置変更許可申請書（本文（ 

五号））ロ－③の要求を満足

する又は適合するよう設計し

ており，設計及び工事の計画

と整合していることは本資料

にて個別に示す。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

(f) 安全避難通路等 10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.11 安全避難通路等 

10.11.2  設計方針 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

6. その他 

6.3 安全避難通路等 

 
  

 発電用原子炉施設には，その位置を明確かつ恒久的に

表示することにより容易に識別できる安全避難通路及び

照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわな

い避難用照明をロ(3)(ⅰ)a.(f)-①設ける。 

 

 安全避難通路には，その位置を明確かつ恒久的に表示

することにより，容易に識別できるように避難用照明を

設置する。また，避難用照明は，照明用の電源が喪失し

た場合においても機能を損なうおそれがないようにす

る。 

＜中略＞ 

発電用原子炉施設には，その位置を明確かつ恒久的

に表示することにより容易に識別できる安全避難通路

（「7号機設備」，「6,7 号機共用，6号機設置」，「6,7 号

機共用，5号機設置」（以下同じ。））及び照明用の電源

が喪失した場合においても機能を損なわない避難用照

明として，蓄電池を内蔵した非常灯（「7号機設備」，

「6,7 号機共用，6号機設置」，「6,7 号機共用，5号機

設置」（以下同じ。））及び誘導灯（「7号機設備」，「6,7

号機共用，6号機設置」，「6,7 号機共用，5号機設置」

（以下同じ。））をロ(3)(ⅰ)a.(f)-①設置し，安全に避

難できる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-①は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-①と同義で

あり，整合している。 

  

 10.11.1  概要 

＜中略＞ 

   

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，非

常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を設置する。 

非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用直

流電源設備に接続し，ロ(3)(ⅰ)a.(f)-②非常用ディーゼ

ル発電機からも電力を供給できる設計とするとともに，

蓄電池内蔵型照明は共通用低圧母線等に接続し，内蔵蓄

電池を備える設計とする。 

 

設計基準事故が発生した場合に用いる照明として，非

常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を設置す

る。非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用

直流電源設備に接続し，非常用ディーゼル発電機からも

電力を供給できる設計とするとともに，蓄電池内蔵型照

明は共通用低圧母線等に接続し，内蔵蓄電池を備える設

計とする。 

 

設計基準事故が発生した場合に用いる作業用照明と

して，非常用照明，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明を

設置する設計とする。 

非常用照明は非常用低圧母線，直流非常灯は非常用直

流電源設備に接続し，ロ(3)(ⅰ)a.(f)-②非常用ディー

ゼル発電設備からも電力を供給できる設計とするとと

もに，蓄電池内蔵型照明は共通用低圧母線等に接続し，

内蔵蓄電池を備える設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-②は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-②を含んで

おり，整合している。 

 

 

  

また，作業場所までの移動ロ(3)(ⅰ)a.(f)-③等に必要

な照明として内蔵電池を備えるロ(3)(ⅰ)a.(f)-④可搬

型照明を配備する。 

また，作業場所までの移動等に必要な照明として内蔵

電池を備える可搬型照明を配備する。 

 設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-③は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の

ロ(3)(ⅰ)a.(f)-③を具体的

に記載しており，整合してい

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(f)-④は，設置変更許

可申請書（本文（五号））の
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ロ(3)(ⅰ)a.(f)-④と同義で

あり，整合している。 

 10.11.3  主要設備 

10.11.3.1  照明設備 

＜中略＞ 

   

   直流非常灯は，全交流動力電源喪失時から重大事故等

に対処するために必要な電力の供給が常設代替交流電源

から開始されるまでの間，点灯可能なように非常用直流

電源設備からの電力を供給できる設計とする。非常用直

流電源設備は非常用低圧母線からの給電により充電状態

で待機する設計とする。 

 蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電源喪失時から重大

事故等に対処するために必要な電力の供給が常設代替交

流電源から開始されるまでの間，点灯可能なように内蔵

蓄電池からの電力を供給できる設計とする。蓄電池内蔵

型照明の内蔵蓄電池は共通用低圧母線等からの給電によ

り充電状態で待機する設計とする。 

 可搬型照明は，内蔵電池にて点灯可能な設計とし，全

交流動力電源喪失時に非常用電気品室までの移動，非常

用ガス処理系配管補修時及び 5号炉東側保管場所に設置

する 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備

からの受電時に必要な照度を確保できる設計とする。 

 可搬型照明は，以下のとおりに配備する。 

(1) 中央制御室から非常用電気品室に向かうまでに必要

となる時間（事象発生から約 10 分）までに十分準備可

能なように初動操作に対応する運転員が常時滞在してい

る中央制御室に配備する。 

(2) 非常用ガス処理系配管補修時，狭隘箇所の照度を確

保するために，現場復旧要員が持参し，作業開始前に準

備可能なように大湊側高台保管場所に配備する。 

(3) 夜間の 5号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備からの受電時，照度を確保するために，5号炉原

子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備起動対応の要

員が持参し，作業開始前に準備可能なように 5号炉定検

事務室等に配備する。 

 直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明は，全交流動力電

源喪失時から重大事故等に対処するために必要な電力

の供給が常設代替交流電源設備から開始されるまでの

間，点灯可能な設計とする。 

設計基準事故が発生した場合に用いる可搬型照明と

して，ロ(3)(ⅰ)a.(f)-④乾電池内蔵型照明（ヘッドラ

イト）（「6,7 号機共用，5号機及び 7号機に保管」

（以下同じ。））を配備する。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）は全交流動力電

源喪失時に作業場所までの移動に必要な照明を確保で

きるよう内蔵電池を備える設計とし，初動操作に対応

する運転員が常時滞在している中央制御室に配備す

る。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）はロ

(3)(ⅰ)a.(f)-③非常用ガス処理系配管補修時，狭隘箇

所の照度を確保できるよう内蔵電池を備える設計と

し，現場復旧要員が持参し，作業前開始に準備可能な

ように 5号機サービス建屋及び大湊高台宿直棟に配備

する。 

乾電池内蔵型照明（ヘッドライト）は夜間の 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備における

照度を確保できるよう内蔵電池を備える設計とし，5

号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備起動

対応の要員が持参し，作業開始前に準備可能なように

5号機サービス建屋及び大湊高台宿直棟に配備する。 
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(g) 安全施設 1. 安全設計 

1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.7  多重性又は多様性及び独立性 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.2 多様性，位置的分散等 

(1) 多重性又は多様性及び独立性 

 
  

(g-1) ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-①安全施設は，その安全機能の

重要度に応じて，十分高い信頼性を確保し，かつ，維持し

得る設計とする。このうち，安全機能の重要度が特に高

い安全機能を有する系統は，原則，多重性又は多様性及

び独立性を備える設計とするとともに， 

 安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，十分高

い信頼性を確保し，かつ維持し得る設計とする。このう

ち，重要度が特に高い安全機能を有する系統は，原則，

多重性又は多様性及び独立性を備える設計とするととも

に，当該系統を構成する機器の単一故障が生じた場合で

あって，外部電源が利用できない場合においても，その

系統の安全機能を達成できる設計とする。 

＜中略＞  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-①設置許可基準規則第 12条第 2

項に規定される「安全機能を有する系統のうち，安全

機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの」は，

当該系統を構成する機器に「(2) 単一故障」にて記載

する単一故障が発生した場合であって，外部電源が利

用できない場合においても，その系統の安全機能を達

成できるよう，十分高い信頼性を確保し，かつ維持し

得る設計とし，原則，多重性又は多様性及び独立性を

備える設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-①と同

義であり，整合している。 

  

 1.1.1.8  単一故障 

(1) 設計方針 

(2) 単一故障   

当該系統を構成する機器に短期間では動的機器の単一故

障，長期間では動的機器の単一故障若しくは想定される

静的機器の単一故障のいずれかが生じた場合であって，

外部電源が利用できない場合においても，その系統の安

全機能を達成できる設計とする。 

安全施設のうち，重要度が特に高い安全機能を有する

系統は，当該系統を構成する機器に短期間では動的機器

の単一故障が生じた場合，長期間では動的機器の単一故

障若しくは想定される静的機器の単一故障のいずれかが

生じた場合であって，外部電源が利用できない場合にお

いても，その系統の安全機能を達成できる設計とする。 

＜中略＞ 

安全機能を有する系統のうち，安全機能の重要度が特

に高い安全機能を有するものは，当該系統を構成する機

器に短期間では動的機器の単一故障，長期間では動的機

器の単一故障若しくは想定される静的機器の単一故障

のいずれかが生じた場合であって，外部電源が利用でき

ない場合においても，その系統の安全機能を達成できる

設計とする。 

短期間と長期間の境界は24時間とする。 

    

 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条  

適合のための設計方針 

2 について 

＜中略＞ 
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重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設

計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要

求される静的機器のうち，単一設計とするロ(3)(ⅰ)a.( 

g-1)-②以下の機器については，想定される最も過酷な条

件下においても安全上支障のない期間に単一故障を確実

に除去又は修復できる設計とし，その単一故障を仮定し

ない。 

設計に当たっては，想定される単一故障の発生に伴う

周辺公衆及び運転員の被ばく，当該単一故障の除去又は

修復のためのアクセス性，補修作業性並びに当該作業期

間における従事者の被ばくを考慮する。 

・非常用ガス処理系の配管の一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-

1)-③フィルタユニット 

・中央制御室換気空調系のダクトの一部及びロ(3)(ⅰ) 

a.(g-1)-④再循環フィルタ 

また，重要度が特に高い安全機能を有する系統におい

て，設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機

能が要求される静的機器のうち，単一設計とする非常用

ガス処理系の配管の一部及びフィルタユニット並びに中

央制御室換気空調系のダクトの一部及び再循環フィルタ

については，当該設備に要求される「格納容器内又は放

射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放

射性物質の濃度低減機能」，「原子炉制御室非常用換気

空調機能」が喪失する単一故障のうち，想定される最も

過酷な条件として，配管及びダクトについては全周破

断，フィルタユニット及び再循環フィルタについては閉

塞を想定しても，安全上支障のない期間に単一故障を確

実に除去又は修復できる設計とし，その単一故障を仮定

しない。 

ただし，非常用ガス処理系の配管の一部及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-③a 非常用ガス処理系フィルタ装置，中央

制御室換気空調系のダクトの一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-

1)-④a 中央制御室再循環フィルタ装置（「6,7号機共

用」（以下同じ。）），格納容器スプレイ冷却系の原子炉格

納容器スプレイ管については，設計基準事故が発生した

場合に長期間にわたって機能が要求される静的機器であ

るが，単一設計とするため，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-②a 個

別に設計を行う。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-②a～ロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-②c は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-②を

具体的に記載しており，整合

している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-③a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-③b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-③と

同義であり，整合している。 

  

  【原子炉格納施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 圧力低減設備その他の安全設備 

3.3 放射性物質濃度制御設備 

3.3.1 非常用ガス処理系 

(1) 単一故障に係る設計 

  

 
設計に当たっては，想定される単一故障の発生に伴う

周辺公衆及び運転員の被ばく，当該単一故障の除去又は

修復のためのアクセス性，補修作業性並びに当該作業期

間として想定する 3日間における従事者の被ばくを考慮

し，周辺公衆の被ばく線量が設計基準事故時の判断基準

である実効線量を下回ること，運転員の被ばく線量が緊

急時作業に係る線量限度を下回ること及び従事者の被ば

く線量が緊急時作業に係る線量限度に照らしても十分小

さく修復作業が実施可能であることを満足するものとす

る。 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能

が要求される静的機器のうち，単一設計とする非常用

ガス処理系の配管の一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-③b 非

常用ガス処理系フィルタ装置については，当該設備に

要求される原子炉格納容器内又は放射性物質が原子炉

格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質

の濃度低減機能が喪失する単一故障のうち，想定され

る最も過酷な条件として，配管については全周破断，

非常用ガス処理系フィルタ装置については閉塞を想定

しても，単一故障による放射性物質の放出に伴う被ば

くの影響を最小限に抑えるよう，安全上支障のない期

間に単一故障を確実に除去又は修復できる設計とし，

その単一故障を仮定しない。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-④a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-④b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-④と

同義であり，整合している。 
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想定される単一故障の発生に伴う周辺公衆に対する

放射線被ばくロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-②b は，保守的に単一

故障を除去又は修復ができない場合で評価し，安全評

価指針に示された設計基準事故時の判断基準を下回る

ことを確認する。また，単一故障の除去又は修復のた

めの作業期間として想定する 3日間を考慮し，修復作

業に係る従事者の被ばく線量は緊急時作業に係る線量

限度に照らしても十分小さくする設計とする。 

単一設計とする箇所の設計に当たっては，想定され

る単一故障の除去又は修復のためのアクセスが可能で

あり，かつ，補修作業が容易となる設計とする。  
  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 換気設備，生体遮蔽装置 

2.2 換気設備 

2.2.1 中央制御室換気空調系 

＜中略＞ 

    

  重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能

が要求される静的機器のうち，単一設計とする中央制

御室換気空調系のダクトの一部及びロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-

④b 中央制御室再循環フィルタ装置については，当該

設備に要求される原子炉制御室非常用換気空調機能が

喪失する単一故障のうち，想定される最も過酷な条件

として，ダクトについては全周破断，中央制御室再循

環フィルタ装置については閉塞を想定しても，単一故

障による放射性物質の放出に伴う被ばくの影響を最小

限に抑えるよう，安全上支障のない期間に単一故障を

確実に除去又は修復できる設計とし，その単一故障を

仮定しない。 

 想定される単一故障の発生に伴うロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-

②c 中央制御室の運転員の被ばく量は保守的に単一故

障を除去又は修復ができない場合で評価し，緊急作業

時に係る線量限度を下回ることを確認する。また，単

一故障の除去又は修復のための作業期間として想定す

る 3日間を考慮し，修復作業に係る従事者の被ばく線
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量は緊急時作業に係る線量限度に照らしても十分小さ

くする設計とする。 

単一設計とする箇所の設計に当たっては，想定され

る単一故障の除去又は修復のためのアクセスが可能で

あり，かつ，補修作業が容易となる設計とする。 

  【原子炉格納施設】  

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 圧力低減設備その他の安全設備 

3.2 原子炉格納容器安全設備 

3.2.1 格納容器スプレイ冷却系 

(1) 単一故障に係る設計 

  

また，重要度が特に高い安全機能を有する系統におい

て，設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機

能が要求される静的機器のうち，単一設計とするロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑤以下の機器については，単一故障を仮定

した場合においても安全機能を達成できる設計とする。 

・ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑥格納容器スプレイ冷却系の格

納容器スプレイ・ヘッダ 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設

計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要

求される静的機器のうち，単一設計とする格納容器スプ

レイ冷却系の格納容器スプレイ・ヘッダについては，想

定される最も過酷な単一故障の条件として，全周破断を

想定した場合においても「格納容器の冷却機能」を確保

できる設計とする。 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能

が要求される静的機器のうち，単一設計とするロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑥a 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷

却モード）の原子炉格納容器スプレイ管については，

ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑤a 想定される最も過酷な単一故障

の条件として，配管 1箇所の全周破断を想定した場合

においても，原子炉格納容器の冷却機能を達成できる

設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑤a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑤b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑤を

具体的に記載しており，整合

している。 

  

  【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.2 多様性，位置的分散等 

(2) 単一故障 

  

 
  ＜中略＞ 

ただし，非常用ガス処理系の配管の一部及び非常用ガ

ス処理系フィルタ装置，中央制御室換気空調系のダク

トの一部及び中央制御室再循環フィルタ装置（「6,7

号機共用」（以下同じ。）），ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑥b

格納容器スプレイ冷却系の原子炉格納容器スプレイ管

については，設計基準事故が発生した場合に長期間に

わたって機能が要求される静的機器ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑥a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑥b は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑥と

同義であり，整合している。 
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⑤b であるが，単一設計とするため，個別に設計を行

う。 

 3 について 5.1.5 環境条件等   

安全施設の設計条件ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑦を設定する

に当たっては，材料疲労，劣化等に対しても十分な余裕

を持って機能維持が可能となるよう，通常運転時，運転

時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に想定される

圧力，温度，湿度，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑧放射線量等各種

の環境条件を考慮し，十分安全側の条件を与えることに

より，これらの条件下においても期待されている安全機

能を発揮できる設計とする。 

安全施設の設計条件を設定するに当たっては，材料疲

労，劣化等に対しても十分な余裕を持って機能維持が可

能となるよう，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時に想定される圧力，温度，湿度，放

射線量等各種の環境条件を考慮し，十分安全側の条件を

与えることにより，これらの条件下においても期待され

ている安全機能を発揮できる設計とする。 

安全施設の設計条件ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑦について

は，材料疲労，劣化等に対しても十分な余裕を持って機

能維持が可能となるよう，通常運転時，運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故時に想定される圧力，温

度，湿度，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑧放射線，荷重，自然現

象による影響，海水を通水する系統への影響，電磁的障

害，周辺機器等からの悪影響及び冷却材の性状を考慮

し，十分安全側の条件を与えることにより，これらの条

件下においても期待されている安全機能を発揮できる設

計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑦は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑦と同

義であり，整合している。 

  

  ＜中略＞ 

(1) 環境圧力，環境温度及び湿度による影響，放射線

による影響，屋外の天候による影響（低温（凍結）及び

降水）並びに荷重 

 安全施設は，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時における環境圧力，環境温度及び湿

度による影響，放射線による影響，屋外の天候による影

響（低温（凍結）及び降水）並びに荷重を考慮しても，

安全機能を発揮できる設計とする。 

＜中略＞ 

 積雪の影響を考慮して，必要により除雪等の措置を講

じる。 

＜中略＞ 

 原子炉格納容器内の安全施設及び重大事故等対処設備

は，設計基準事故等及び重大事故等時に想定される圧

力，温度等に対して，格納容器スプレイ水による影響を

考慮しても，その機能を発揮できる設計とする。 

 安全施設及び重大事故等対処設備のうち，主たる流路

に影響を与える範囲については，主たる流路の機能を維

持できるよう，主たる流路と同一又は同等の規格で設計

する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑧は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑧を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

  (2) 海水を通水する系統への影響 

 海水を通水する系統への影響に対しては，常時海水を

通水する，海に設置する又は海で使用する安全施設及び

  

23



 

                                                                    ロ-202 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
1 
R
0 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

重大事故等対処設備は耐腐食性材料を使用する。常時海

水を通水するコンクリート構造物については，腐食を考

慮した設計とする。 

＜中略＞ 

(3) 電磁的障害 

 電磁的障害に対しては，安全施設は，通常運転時，運

転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故が発生した場

合，また，重大事故等対処設備は，重大事故等が発生し

た場合においても，電磁波によりその機能が損なわれな

い設計とする。 

＜中略＞ 

  (4) 周辺機器等からの悪影響 

 安全施設は，地震，火災，溢水及びその他の自然現象

並びに人為事象による他設備からの悪影響により，発電

用原子炉施設としての安全機能が損なわれないよう措置

を講じた設計とする。 

＜中略＞ 

 地震による荷重を含む耐震設計については，「2.1 地

震による損傷の防止」に，火災防護については，「3.1 

火災による損傷の防止」に基づく設計とし，それらの事

象による波及的影響により重大事故等に対処するために

必要な機能を損なわない設計とする。 

  

  (5) 設置場所における放射線 

 安全施設の設置場所は，通常運転時，運転時の異常な

過渡変化時及び設計基準事故が発生した場合においても

操作及び復旧作業に支障がないように，遮蔽の設置や線

源からの離隔により放射線量が高くなるおそれの少ない

場所を選定した上で，設置場所から操作可能，放射線の

影響を受けない異なる区画若しくは離れた場所から遠隔

で操作可能，又は中央制御室遮蔽区域内である中央制御

室から操作可能な設計とする。 

＜中略＞ 

  

  (6) 冷却材の性状 

 冷却材を内包する安全施設は，水質管理基準を定めて

水質を管理することにより異物の発生を防止する設計と

する。 
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 安全施設及び重大事故等対処設備は，系統外部から異

物が流入する可能性のある系統に対しては，ストレーナ

等を設置することにより，その機能を有効に発揮できる

設計とする。 

 4 について 5.1.6 操作性及び試験・検査性 

(2) 試験・検査性 

  

また，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑨安全施設は，その健全性及

び能力を確認するために，ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑩その安全

機能の重要度に応じ，発電用原子炉の運転中又は停止中

に試験又は検査ができる設計とする。 

安全施設は，その健全性及び能力を確認するため，そ

の安全機能の重要度に応じ，必要性及びプラントに与え

る影響を考慮して，発電用原子炉の運転中又は停止中に

試験又は検査ができる設計とする。 

＜中略＞ 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑨設計基準対象施設は，健全性及

び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止

中にロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑩必要な箇所の保守点検（試験

及び検査を含む。）が可能な構造とし，そのために必要な

配置，空間等を備えた設計とする。 

＜中略＞ 

設計基準対象施設及び重大事故等対処設備は，使用前

事業者検査及び定期事業者検査の法定検査に加え，保全

プログラムに基づく点検が実施できる設計とする。 

＜中略＞ 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設

備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可

能な設計とし，機能・性能確認，各部の経年劣化対策及

び日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要な

ものについては外観の確認が可能な設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑨は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑨を含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-1)-⑩は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-1)-⑩を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

  

 1.1  安全設計の方針 

1.1.11 内部発生飛来物 

5.1.3 悪影響防止等 

(1) 飛来物による損傷防止 

  

(g-2)ロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-①安全施設は，蒸気タービンロ

(3)(ⅰ)a.(g-2)-②等の損壊に伴う飛散物により安全性

を損なわない設計とする。 

 

安全施設は，蒸気タービン等の損壊に伴う飛散物によ

り，安全性を損なわない設計とする。 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-①設計基準対象施設に属する設備

は，蒸気タービン，ロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-②発電機及び内

部発生エネルギの高い流体を内蔵する弁の破損及び配管

の破断，高速回転機器の破損に伴う飛散物により安全性

を損なわない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-①を含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-②を具

体的に記載しており，整合し

ている。 
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 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条  

適合のための設計方針 

5 について 

   

 発電用原子炉施設内部においては，内部発生エネルギ

ーの高い流体を内蔵する弁の破損，配管の破断及び高速

回転機器の破損による飛散物が想定される。 

   

蒸気タービン及び発電機は，破損防止対策を行うロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-③ことにより，破損事故の発生確率を低く

するとともに，タービンミサイルの発生を仮に想定して

も安全機能を有する構築物，系統及び機器への到達確率

を低くすることによって，発電用原子炉施設の安全性を

損なわない設計とする。 

発電所内の施設については，タービン・発電機等の大

型回転機器に対して，その損壊によりプラントの安全性

を損なうおそれのある飛散物が発生する可能性を十分低

く抑えるよう，機器の設計，製作，品質管理，運転管理

に十分な考慮を払う。 

さらに，万一タービンの破損を想定した場合でも，タ

ービン羽根，T-G カップリング，タービン・ディスク，

高圧タービン・ロータ等の飛散物によって安全施設の機

能が損なわれる可能性を極めて低くする設計とする。 

発電用原子炉施設の安全性を損なわないロ(3)(ⅰ)a. 

(g-2)-③よう蒸気タービン及び発電機は，破損防止対

策等を行うとともに，原子力委員会原子炉安全専門審査

会「タービンミサイル評価について」により，タービン

ミサイル発生時の対象物を破損する確率が 10－７回／

炉・年以下となることを確認する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-2)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-2)-③を具

体的に記載しており，整合し

ている。 

 

 高温高圧の流体を内包する主蒸気・給水管等について

は，材料選定，強度設計，品質管理に十分な考慮を払

う。 

さらに，これに加えて安全性を高めるために，上記配

管については仮想的な破断を想定し，その結果生じるか

も知れない配管のむち打ち，流出流体のジェット力，周

辺雰囲気の変化等により，安全施設の機能が損なわれる

ことのないよう配置上の考慮を払うとともに，それらの

影響を低減させるための手段として，主蒸気・給水管に

ついてはパイプホイップレストレイントを設ける。 

以上の考慮により，安全施設は安全性を損なわない設

計とする。 

高温高圧の配管については材料選定，強度設計に十分

な考慮を払う。さらに，安全性を高めるために，仮想敵

な破断を想定し，その結果生じるかもしれない配管のむ

ち打ち，流出流体のジェット力，周辺雰囲気の変化等に

より，発電用原子炉施設の機能が損なわれることのない

よう配置上の考慮を払うとともに，それらの影響を低減

させるための手段として，主蒸気・給水管等については

パイプホイップレストレイントを設ける設計とする。 

 高速回転機器については，損傷により飛散物となら

ないように保護装置を設けること等によりオーバース

ピードとならない設計とする。 

 損傷防止措置を行う場合，想定される飛散物の発生

箇所と防護対象機器の距離を十分にとる設計とし，又

は飛散物の飛散方向を考慮し，配置上の配慮又は多重

性を考慮した設計とする。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.6 共用 

(2) 共用   

(g-3) 重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用

又は相互に接続しないものとするが，安全性が向上する

場合は，共用又は相互に接続することを考慮する。 

重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用又は

相互に接続しないものとするが，安全性が向上する場合

は，共用又は相互に接続することを考慮する。 

＜中略＞ 

重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用しな

いものとするが，安全性が向上する場合は，共用するこ

とを考慮する。 

＜中略＞ 

 
  

  (3) 相互接続   

  重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則相互に接

続しないものとするが，安全性が向上する場合は，相互

に接続することを考慮する。 

＜中略＞ 

  

 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条  

適合のための設計方針 

6 について 

【計測制御系統施設】 

（要目表） 

2 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能 

1. 中央制御室機能 

1.1 中央制御室の共用 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-①重要安全施設に該当する中央制

御室（下部中央制御室を除く）については，各号炉で必要

な運転員を確保した上で，共用により運転員の相互融通

を可能とすることロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-②により，6 号及び

7 号炉で事故等が発生した場合に互いの号炉での対応状

況を参考としたより適切な対応が可能となることから，6

号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

重要安全施設のうち，2以上の発電用原子炉施設にお

いて共用し，又は相互に接続するものは中央制御室（下

部中央制御室を除く。），中央制御室換気空調系（下部

中央制御室の換気を除く。）及び非常用所内電源系であ

る。 

中央制御室（下部中央制御室を除く。）については，

6号及び 7号炉で共用するが，各号炉で必要な運転員を

確保した上で，共用により 6号及び 7号炉の中央制御室

を自由に行き来できる空間とし，プラントの状況に応じ

た運転員の相互融通を可能とすることにより，6号及び

7号炉で事故等が発生した場合に互いの号炉での対応状

況を参考としたより総合的な運転管理が可能となること

から，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

 ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-①中央制御室については，6号機

及び 7号機で共用するが，各号機で必要な人員を確保

した上で，共用によりロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-②6号機及び

7号機の中央制御室を自由に行き来できる空間とする

ことによりプラントの状況に応じた，運転員の相互融

通を可能とすることで，6号機及び 7号機の安全性が

向上する設計とする。 

 中央制御室に設置又は保管する設備の一部は，監視

及び操作に支障をきたすことがなく，共用により発電

用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-①は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-①を含

んでおり，整合している。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-②は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-②と同

義であり，整合している。 
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  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.2 換気設備，生体遮蔽装置 

3.2.1 換気設備 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-③重要安全施設に該当する中央制

御室換気空調系（下部中央制御室の換気を除く）につい

ては，各号炉で必要な容量を確保した上で，共用により

多重性を確保することで，6 号及び 7 号炉の安全性が向

上する設計とする。各号炉 1 基設置する当該系統の再循

環フィルタについても，共用により多重性を確保するこ

とで，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

中央制御室換気空調系（下部中央制御室の換気を除

く。）については，6号及び 7号炉で共用するが，共用

空間である 6号炉中央制御室（下部中央制御室を除

く。）及び 7号炉中央制御室（下部中央制御室を除

く。）に対して，100%容量のものを 2系統ずつ設置して

おり，共用により多重性を確保し信頼性を向上させるこ

とで，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。

各号炉 1基設置する当該系統の再循環フィルタについて

も，共用により多重性を確保し信頼性を向上させること

で，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とする。 

 ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-③中央制御室換気空調系（下部中

央制御室の換気を除く。）については，6号機及び 7

号機で共用とするが，各号機で必要な容量を確保した

上で，共用により多重性を確保することで，6号機及

び 7号機の安全性が向上する設計とする。各号機 1基

設置する当該系統の再循環フィルタについても，共用

により多重性を確保することで，6号機及び 7号機の

安全性が向上する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-③は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-③と同

義であり，整合している。 

 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-④重要安全施設に該当する非常用

所内電源系については，ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑤5 号及び 6

号炉並びに 6 号及び 7 号炉間で相互に接続するが，通常

時は，5 号及び 6 号炉並びに 6 号及び 7 号炉間連絡ケー

ブルの両端の遮断器を開放することにより，6号炉非常用

所内電源系と 7 号炉非常用所内電源系を分離するととも

に，重大事故等発生時においては，5号及び 6号炉並びに

6 号及び 7 号炉間連絡ケーブルの両端の遮断器を投入す

ることにより，迅速かつ安全な電源融通を可能とするこ

とで，6号及び 7号炉の安全性が向上するロ(3)(ⅰ)a.(g-

3)-⑥設計とする。 

非常用所内電源系は 5号及び 6号炉並びに 6号及び 7

号炉間で相互接続するが，通常時は，5号及び 6号炉並

びに 6号及び 7号炉間連絡ケーブルの両端の遮断器を開

放することにより，6号炉非常用所内電源系と 7号炉非

常用所内電源系を分離するとともに，重大事故等時にお

いては，5号及び 6号炉並びに 6号及び 7号炉間連絡ケ

ーブルの両端の遮断器を投入することにより，迅速かつ

安全な電源融通を可能とし電力供給の信頼性を向上させ

ることで，6号及び 7号炉の安全性が向上する設計とす

る。 

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-④非常用所内電源系については，

6号機及び 7号機間で相互に接続するが，通常時は，6

号機及び 7号機間連絡ケーブルの両端の遮断器を開放

することにより，6号機非常用所内電源系と 7号機非

常用所内電源系を分離するとともに，迅速かつ安全な

電源融通を可能とすることで，6号機及び 7号機の安

全性が向上するよう，重大事故等時においては，6号

機及び 7号機間連絡ケーブルの両端の遮断器を投入す

ることロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑥を保安規定に定めて管理す

る。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-④は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-④と同

義であり，整合している。 

 

設置変更許可申請書（本文

（五号））において許可を受

けたロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑤

は，本工事計画の対象外であ

る。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-⑥は，設置変更

許可申請書（本文（五号））

のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑥を具

体的に記載しており，整合し

ている。 
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設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

 1.1  安全設計の方針 

1.1.1  安全設計の基本方針 

1.1.1.6  共用 

＜中略＞ 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.3 悪影響防止等 

(2) 共用 

＜中略＞ 

  

ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑦安全施設（重要安全施設を除く。）

において，共用又は相互に接続する場合には，発電用原

子炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

安全施設（重要安全施設を除く。）において，共用又

は相互に接続する場合には，発電用原子炉施設の安全性

を損なわない設計とする。 

 ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑦a 重要安全施設以外の安全施設

を発電用原子炉施設間で共用する場合には，発電用原子

炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-⑦a 及びロ(3) 

(ⅰ)a.(g-3)-⑦b は，設置変

更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑦

と同義であり，整合してい

る。 

 

  (3) 相互接続   

  ロ(3)(ⅰ)a.(g-3)-⑦b 重要安全施設以外の安全施設

を発電用原子炉施設間で相互に接続する場合には，発電

用原子炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

  

 1.10 原子炉設置変更許可申請に係る安全設計の方針 

1.10.2 発電用原子炉設置変更許可申請（平成 25年 9

月 27 日申請）に係る実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備の基準に関する規則への適合 

（安全施設） 

第十二条 

適合のための設計方針 

7 について 

＜中略＞ 

【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.2 換気設備，生体遮蔽装置 

3.2.2 生体遮蔽装置 

  

 中央制御室遮蔽は，6号及び 7号炉で共用するが，運

転員を防護するために必要な居住性を有することで，安

全性を損なわない設計とする。 

中央制御室遮蔽は，6号機及び 7号機で共用とする

が，運転員を防護するために必要な居住性を有するこ

とで，安全性を損なわない設計とする。 
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  【核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

  

 使用済燃料プール（使用済燃料貯蔵ラックを含む），

燃料プール冷却浄化系，燃料取替機，原子炉建屋クレー

ンは，6号炉は，1号，2号，5号及び 6号炉で共用し，

7号炉は，1号，2号，5号及び 7号炉で共用するが，設

備容量の範囲内で運用することで，安全性を損なわない

設計とする。 

使用済燃料貯蔵プール（使用済燃料貯蔵ラックを含

む。），燃料プール冷却浄化系，燃料取替機，原子炉

建屋クレーン，燃料チャンネル着脱機は，1号機，2号

機，5号機及び 7号機で共用とするが，各号機に必要

な設備容量をそれぞれ確保することで，安全性を損な

わない設計とする。 

  

  【放射線廃棄物の廃棄施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

  

 圧力抑制室プール水排水系は，5号，6号及び 7号炉

で共用するが，各号炉に必要な容量をそれぞれ確保する

とともに，号炉間の接続部の弁を閉操作することにより

隔離できる設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

 

圧力抑制室プール水排水系は，5号機，6号機及び 7

号機で共用とするが，各号機に必要な容量をそれぞれ

確保するとともに，号機間の接続部の弁を閉操作する

ことにより隔離できる設計とすることで安全性を損な

わない設計とする。なお，圧力抑制室プール水サージ

タンク（5号機設備，5,6,7 号機共用）は，7号機にお

いて使用しない。 

  

 液体廃棄物処理系のうち，低電導度廃液系は，6号及

び 7号炉で共用し，高電導度廃液系は，5号，6号及び 7

号炉で共用するが，各号炉の予想発生量の合計を考慮し

設計するとともに，号炉間の接続部の弁を閉操作するこ

とにより隔離できる設計とすることで，安全性を損なわ

ない設計とする。 

 

液体廃棄物処理系のうち，低電導度廃液系は，6号

機及び 7号機で共用とし，高電導度廃液系は，5号

機，6号機及び 7号機で共用とするが，その処理量は

各号機における合計の予想発生量を考慮するととも

に，号機間の接続部の弁を閉操作することにより隔離

できる設計とすることで安全性を損なわない設計とす

る。 

  

 固体廃棄物処理系のうち，原子炉冷却材浄化系粉末樹

脂沈降分離槽及び使用済樹脂槽は 6号及び 7号炉で共用

し，濃縮廃液タンク及び固体廃棄物処理系固化装置は 5

号，6号及び 7号炉で共用し，固体廃棄物貯蔵庫及び固

体廃棄物処理建屋は，1号，2号，3号，4号，5号，6

号及び 7号炉で共用するが，各号炉の予想発生量の合計

を考慮し設計することで，安全性を損なわない設計とす

る。 

＜中略＞ 

固体廃棄物処理系のうち，原子炉冷却材浄化系粉末

樹脂沈降分離槽及び使用済樹脂槽は 6号機及び 7号機

で共用とし，濃縮廃液タンク及び固体廃棄物処理系固

化装置は 5号機，6号機及び 7号機で共用とし，固体

廃棄物貯蔵庫及び固体廃棄物処理建屋は，1号機，2号

機，3号機，4号機，5号機，6号機及び 7号機で共用

とするが，その処理量は各号機における合計の予想発

生量を考慮することで安全性を損なわない設計とす

る。 
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  【常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

 500kV 送電線，154kV 送電線，変圧器の一部及び開閉

所の一部は 1号，2号，3号，4号，5号，6号及び 7号

炉で共用し，変圧器の一部は，6号及び 7号炉で共用す

るが，各号炉に必要な容量をそれぞれ確保するととも

に，外部電源の受電ルートに遮断器を設け，電気事故が

発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統への影響を

及ぼさない設計とし，共用箇所の故障により外部電源を

受電できなくなった場合は，非常用ディーゼル発電機に

より各号炉の非常用所内電源系に給電できる設計とする

ことで，安全性を損なわない設計とする。 

500kV 送電線，154kV 送電線，変圧器の一部及び開閉

所の一部は 1号機，2号機，3号機，4号機，5号機，6

号機及び 7号機で共用とするが，各号機に必要な容量

をそれぞれ確保するとともに，外部電源の受電ルート

に遮断器を設け，電気事故が発生した場合，故障箇所

を隔離し，他の系統への影響を及ぼさない設計とし，

共用箇所の故障により外部電源を受電できなくなった

場合は，非常用ディーゼル発電設備により各号機の非

常用所内電源系に給電できる設計とすることで，安全

性を損なわない設計とする。 

  

  【補助ボイラー】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用  

  

 所内ボイラ設備並びに所内蒸気系及び戻り系は，各号

炉に必要な容量をそれぞれ確保するとともに，号炉間の

接続部の弁を閉操作することにより隔離できる設計とす

ることで，安全性を損なわない設計とする。 

補助ボイラー設備並びに所内蒸気系及び戻り系は，5

号機，6号機及び 7号機で共用とするが，各号機に必

要な容量をそれぞれ確保するとともに，号機間の接続

部の弁を閉操作することにより隔離できる設計とする

ことで，安全性を損なわない設計とする。 

  

  【原子炉格納施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

5.1 不活性ガス系 

  

 不活性ガス系は，5号，6号及び 7号炉で共用する

が，各号炉に必要な容量をそれぞれ確保するとともに，

号炉間の接続部の弁を閉操作することにより隔離できる

設計とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

不活性ガス系は，5号機，6号機及び 7号機で共用と

するが，各号機に必要な容量をそれぞれ確保するとと

もに，号機間の接続部の弁を閉操作することにより隔

離できる設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 
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  【緊急時対策所】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は 6号及び 7号炉で

共用するが，共用対象号炉に対して同時に対応するため

に必要な機能及び居住性を有することで，安全性を損な

わない設計とする。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気

密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場

所）は，事故対応において 6号機及び 7号機双方のプ

ラント状況を考慮した指揮命令を行う必要があるた

め，5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高

気密室）及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機

場所）を 6号機及び 7号機で共用化し，事故収束に必

要な緊急時対策所遮蔽，緊急時対策所換気空調設備，

重大事故等に対処するために必要な情報を把握できる

設備等を設置する。 

共用により，必要な情報（相互のプラント状況，運

転員の対応状況等）を共有・考慮しながら，総合的な

管理（事故処置を含む。）を行うことで，安全性の向

上が図れるとともに安全性を損なわないことから，6

号機及び 7号機で共用する設計とする。 

各設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，号

機の区分けなく使用できる設計とする。 

  

  【計測制御系統施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

6. 設備の共用 

＜中略＞ 

  

 通信連絡設備（1号，2号，3号，4号，5号，6号及

び 7号炉共用，既設）は 1号，2号，3号，4号，5号，

6号及び 7号炉で共用し，通信連絡設備（6号及び 7号

炉共用）は 6号及び 7号炉で共用するが，共用対象号炉

で同時に通信・通話するために必要な仕様を満足する設

備とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

通信連絡設備のうち 5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部・高気密室）に設置又は保管する通信連

絡設備は，6号機及び 7号機で共用とするが，共用対

象号機内で同時に通信・通話するために必要な仕様を

満足する設計とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

通信連絡設備のうち送受話器（ページング）（警報

装置）（コントロール建屋，廃棄物処理建屋，サービ

ス建屋及び屋外），送受話器（ページング）（コント

ロール建屋，廃棄物処理建屋，サービス建屋及び屋

外）及び電力保安通信用電話設備（固定電話機及び
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PHS 端末）（コントロール建屋，廃棄物処理建屋，サ

ービス建屋及び屋外）は，6号機及び 7号機で共用と

するが，共用対象号機内で同時に通信・通話するため

に必要な仕様を満足する設計とすることで，安全性を

損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

これらの通信連絡設備は，共用により悪影響を及ぼさ

ないよう，6号機及び 7号機に必要な数量又は容量を

確保するとともに，号機の区分けなく通信連絡が可能

な設計とする。 

  【非常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

  

   送受話器（ページング）用 48V 蓄電池及び 5号機電

力保安通信用電話設備用 48V 蓄電池は 6号機及び 7号

機で共用とするが，共用する通信連絡設備への給電に

必要な仕様を満足する設備とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

＜中略＞ 

  

  【放射線管理施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

3.1 放射線管理施設 

＜中略＞ 

  

 固定モニタリング設備及び気象観測設備は，1号，2

号，3号，4号，5号，6号及び 7号炉で共用するが，各

号炉で共通の発電所周辺の放射線等の監視に必要な仕様

を満足する設備とすることで，安全性を損なわない設計

とする。 

固定式周辺モニタリング設備及び気象観測設備は，1

号機，2号機，3号機，4号機，5号機，6号機及び 7号

機で共用とするが，各号機で共通の対象である発電所周

辺の放射線等を監視，測定するために必要な仕様を満足

する設備とすることで，安全性を損なわない設計とす

る。 

  

  3.1 放射線管理施設   

 焼却炉建屋排気筒放射線モニタ及び焼却炉建屋放射線

モニタは，1号，2号，3号，4号，5号，6号及び 7号

炉で共用するが，共用の建屋における放射線量率等の測

焼却炉建屋排気筒放射線モニタ及び焼却炉建屋放射

線モニタは，1号機，2号機，3号機，4号機，5号

機，6号機及び 7号機で共用とするが，共用の建屋に
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定に必要な仕様を満足する設備とすることで，安全性を

損なわない設計とする。 

 

おける放射線量率等の測定に必要な仕様を満足する設

備とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

  【浸水防護施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

3. 設備の共用 

  

 津波監視カメラは 6号及び 7号炉で共用するが，各号

炉で共通の自然現象（津波含む）の状況の把握に必要な

仕様を満足する設備とすることで，安全性を損なわない

設計とする。 

浸水防護施設のうち津波防護に関する施設の一部

は，号機の区分けなく一体となった津波防護対策及び

監視を実施することで，共用により発電用原子炉施設

の安全性を損なわない設計とする。 

  

  【火災防護設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

 消火系のうち，圧力調整用ポンプ，電動機駆動消火ポ

ンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ及びろ過水タンク（5

号，6号及び 7号炉）は 5号，6号及び 7号炉で共用

し，ろ過水タンク（1号，2号，3号，4号，5号，6号

及び 7号炉）は 1号，2号，3号，4号，5号，6号及び

7号炉で共用するが，各号炉に必要な容量をそれぞれ確

保するとともに，号炉間の接続部の弁を閉操作すること

により隔離できる設計とすることで，安全性を損なわな

い設計とする。また，防火扉等は 6号及び 7号炉で共用

するが，共用対象号炉内で共通の対象を防護するために

必要な耐火能力を有する設計とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

消火系のうち，電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル

駆動消火ポンプ及びろ過水タンクは，5号機，6号機及

び 7号機で共用とするが，各号機に必要な容量をそれ

ぞれ確保するとともに，号機間の接続部の弁を閉操作

することにより隔離できる設計とすることで，安全性

を損なわない設計とする。また，消火系のうち防火扉

等は 6号機及び 7号機で共用とするが，共用対象号機

内で共通の対象を防護するために必要な耐火能力を有

する設計とすることで，安全性を損なわない設計とす

る。 
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  【補機駆動用燃料設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

   ディーゼル駆動消火ポンプ用燃料タンクは、ディー

ゼル駆動消火ポンプの機能を達成するために必要とな

る容量を有することで、共用により発電用原子炉施設

の安全性を損なわない設計とする。 

  

  【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

7. 設備の共用 

  

 安全避難通路及び非常用照明は 6号及び 7号炉で共用

するが，共用する号炉内で同時に避難するために必要な

仕様を満足する設備とすることで，安全性を損なわない

設計とする。 

＜中略＞ 

安全避難通路，非常灯，誘導灯及び乾電池内蔵型照

明（ヘッドライト）は 6号機及び 7号機で共用とする

が，共用とする号機内で同時に避難及び使用するため

に必要な仕様を満足する設備とすることで，安全性を

損なわない設計とする。 

  

  第 2 章 個別項目 

12. 設備の共用 

  

 また，安全施設（重要安全施設を除く。）のうち，2

以上の発電用原子炉施設を相互に接続するのは，復水貯

蔵槽，復水補給水系，計装用圧縮空気系及び計装用圧縮

空気設備である。 

復水貯蔵槽及び復水補給水系は，6号及び 7号炉間で

相互に接続するが，各号炉で要求される容量をそれぞれ

確保するとともに，連絡時以外においては，号炉間の接

続部の弁を常時閉とすることにより物理的に分離し，安

全性を損なわない設計とする。連絡時においても，各号

炉にて設計する圧力に差異を生じさせず，安全性を損な

わない設計とする。 

復水貯蔵槽及び復水補給水系は，6号機及び 7号機

間で相互に接続するが，各号機で要求される容量をそ

れぞれ確保するとともに，連絡時以外においては，号

機間の接続部の弁を常時閉とすることにより物理的に

分離し，安全性を損なわない設計とする。連絡時にお

いても，各号機にて設計する圧力に差異を生じさせ

ず，安全性を損なわない設計とする。 

  

  【計測制御系統施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

6. 設備の共用 

  

 計装用圧縮空気系及び計装用圧縮空気設備は，5号及

び 6号炉並びに 6号及び 7号炉間で相互に接続するが，

各号炉で要求される容量をそれぞれ確保するとともに，

計装用圧縮空気系は，6号機及び 7号機間で相互に接

続するが，各号機で要求される容量をそれぞれ確保する

とともに，連絡時以外においては，号機間の接続部の弁
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連絡時以外においては，号炉間の接続部の弁を常時閉と

することにより物理的に分離し，安全性を損なわない設

計とする。連絡時においても，各号炉にて設計する圧力

に差異を生じさせず，安全性を損なわない設計とする。 

を常時閉とすることにより物理的に分離し，安全性を損

なわない設計とする。連絡時においても，各号機にて設

計する圧力に差異を生じさせず，安全性を損なわない設

計とする。 

＜中略＞ 

(h) 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の

防止 

 

 

   

 設計基準対象施設は，運転時の異常な過渡変化及び設

計基準事故に対する解析及び評価を「発電用軽水型原子

炉施設の安全評価に関する審査指針」，「発電用原子炉施

設の安全解析に関する気象指針」等に基づき実施し，要

件を満足する設計とする。 

 

  設置変更許可申請書（本文（ 

五号））において許可を受け

た「運転時の異常な過度変化

及び設計基準事故の拡大の防

止」は，本工事計画の対象外

である。 
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b. 重大事故等対処施設（発電用原子炉施設への人の不

法な侵入等の防止，中央制御室，監視測定設備，緊急時対

策所及び通信連絡を行うために必要な設備は，a．設計基

準対象施設に記載） 

1.1  安全設計の方針 
  

  

(a) 重大事故等の拡大の防止等 1.1.7  重大事故等対処設備に関する基本方針       

 ロ(3)(ⅰ)b.(a)-①発電用原子炉施設は，重大事故に至

るおそれがある事故が発生した場合において，炉心，使

用済燃料プール内の燃料体等及び運転停止中原子炉内燃

料体の著しい損傷を防止するために必要な措置を講じる

設計とする。 

 また，重大事故が発生した場合において，原子炉格納

容器の破損及び発電用原子炉施設外への放射性物質の異

常な水準の放出を防止するために必要な措置を講じる設

計とする。 

 発電用原子炉施設は，重大事故に至るおそれがある事

故が発生した場合において，炉心，使用済燃料プール内

の燃料体等及び運転停止中における原子炉の燃料体の著

しい損傷を防止するために，また，重大事故が発生した

場合においても，原子炉格納容器の破損及び発電所外へ

の放射性物質の異常な放出を防止するために，重大事故

等対処設備を設ける。これらの設備については，当該設

備が機能を発揮するために必要な系統（水源から注入先

まで，流路を含む。）までを含むものとする。 

また，設計基準対象施設のうち，想定される重大事故

等時にその機能を期待するものは，重大事故等時に設計

基準対象施設としての機能を期待する重大事故等対処設

備（以下「重大事故等対処設備（設計基準拡張）」とい

う。）と位置付ける。 

＜中略＞ 

 

  設置変更許可申請書（本文

（五号））のロ(3)(ⅰ)b.(a) 

-①は，設計及び工事の計画

では、これらを具体的に設置

許可変更申請書（本文（五

号））「二.核燃料物質の取

扱施設及び貯蔵施設の構造及

び設備」，「ホ.原子炉冷却

系統施設の構造及び設備」，

「ヘ.計測制御系統施設の構

造及び設備」，「チ.放射線

管理施設の構造及び設備」，

「リ.原子炉格納施設の構造

及び設備」及び「ヌ.その他

発電用原子炉の附属施設の構

造及び設備」にて示す。 
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(c) 重大事故等対処設備 1.1  安全設計の方針 【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 
 

  

(c-1) 多様性，位置的分散，悪影響防止等 1.1.7  重大事故等対処設備に関する基本方針 

1.1.7.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

    

(c-1-1) 多様性，位置的分散 (1) 多様性，位置的分散 5.1.2 多様性，位置的分散等 

(1) 多重性又は多様性及び独立性 

＜中略＞ 

    

共通要因としては，環境条件，自然現象，発電所敷地又

はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安全

性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人

為によるもの（外部人為事象），溢水，火災及びサポート

系の故障を考慮する。 

共通要因としては，環境条件，自然現象，発電所敷地

又はその周辺において想定される発電用原子炉施設の安

全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって

人為によるもの（外部人為事象），溢水，火災及びサポ

ート系の故障を考慮する。 

 重大事故等対処設備は，共通要因として，環境条件，

自然現象，発電所敷地又はその周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるもの（以下「外部人為

事象」という。），溢水，火災及びサポート系の故障を考

慮する。 

    

発電所敷地で想定される自然現象として，地震，津波，

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地

滑り，火山の影響及び生物学的事象を選定する。 

 

発電所敷地で想定される自然現象については，網羅的

に抽出するために，地震，津波に加え，発電所敷地及び

その周辺での発生実績の有無に関わらず，国内外の基準

や文献等に基づき収集した洪水，風（台風），竜巻，凍

結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的

事象，森林火災等の事象を考慮する。これらの事象のう

ち，発電所敷地及びその周辺での発生の可能性，重大事

故等対処設備への影響度，事象進展速度や事象進展に対

する時間余裕の観点から，重大事故等対処設備に影響を

与えるおそれがある事象として，地震，津波，風（台

風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，地滑

り，火山の影響及び生物学的事象を選定する。また，設

計基準事故対処設備等と重大事故等対処設備に対する共

通要因としては，地震，津波，風（台風），竜巻，低温

（凍結），降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響及び

生物学的事象を選定する。なお，森林火災の出火原因と

なるのは，たき火やタバコ等の人為によるものが大半で

あることを考慮し，森林火災については，人為によるも

の（火災・爆発）として選定する。 

 発電所敷地で想定される自然現象として，地震，津

波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響及び生物学的事象を選定する。 

 

    

自然現象の組合せについては，地震，積雪及び火山の影

響を考慮する。 

自然現象の組合せについては，地震，積雪及び火山の

影響を考慮する。 

 自然現象の組合せについては，地震，積雪及び火山の

影響を考慮する。 
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ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1)-①発電所敷地又はその周辺にお

いて想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる

原因となるおそれがある事象であって人為によるものと

して，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害

及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムを

選定する。 

 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある

事象であって人為によるものについては，網羅的に抽出

するために，発電所敷地及びその周辺での発生実績の有

無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき収集した

飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場

等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害，故意に

よる大型航空機の衝突その他のテロリズム等の事象を考

慮する。これらの事象のうち，発電所敷地及びその周辺

での発生の可能性，重大事故等対処設備への影響度，事

象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重

大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象とし

て，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障

害及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

を選定する。また，設計基準事故対処設備等と重大事故

等対処設備に対する共通要因としては，火災・爆発（森

林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災

等），有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害及び故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムを選定する。 

 ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1)-①外部人為事象として，飛来物

（航空機落下），火災・爆発（森林火災，近隣工場等の

火災・爆発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝

突，電磁的障害及び故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムを選定する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1)-①

と同義であり，整合してい

る。 

  

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにつ

いては，可搬型重大事故等対処設備による対策を講じる

こととする。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにつ

いては，可搬型重大事故等対処設備による対策を講じる

こととする。 

 故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにつ

いては，可搬型重大事故等対処設備による対策を講じる

こととする。 

    

建屋については，地震，津波，火災及び外部からの衝撃

による損傷を防止できる設計とする。 

建屋については，地震，津波，火災及び外部からの衝

撃による損傷を防止できる設計とする。 

 建屋については，地震，津波，火災及び外部からの衝

撃による損傷を防止できる設計とする。 

    

重大事故緩和設備についても，可能な限り多様性を考

慮する。 

重大事故緩和設備についても，可能な限り多様性を考

慮する。 

重大事故緩和設備についても，共通要因の特性を踏ま

え，可能な限り多様性を確保し，位置的分散を図ること

を考慮する。 

  

(c-1-1-1) 常設重大事故等対処設備 a. 常設重大事故等対処設備 a. 常設重大事故等対処設備     

常設重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等の

安全機能と共通要因によって同時にその機能が損なわれ

るおそれがないよう，可能な限り多様性，独立性，位置的

分散を考慮して適切な措置を講じる設計とする。ただし，

常設重大事故防止設備のうち，計装設備について，ロ

(3)(ⅰ)b.(c-1-1-1)-①重要代替監視パラメータ（当該パ

ラメータの他チャンネルの計器を除く。）による推定は，

重要監視パラメータと異なる物理量又は測定原理とする

常設重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等の

安全機能と共通要因によって同時にその機能が損なわれ

るおそれがないよう，可能な限り多様性，独立性，位置

的分散を考慮して適切な措置を講じる設計とする。ただ

し，常設重大事故防止設備のうち，計装設備について，

重要代替監視パラメータ（当該パラメータの他チャンネ

ルの計器を除く。）による推定は，重要監視パラメータ

と異なる物理量又は測定原理とする等，重要監視パラメ

 常設重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備並び

に使用済燃料貯蔵槽（使用済燃料貯蔵プール）の冷却設

備及び注水設備（以下「設計基準事故対処設備等」とい

う。）の安全機能と共通要因によって同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，共通要因の特性を踏ま

え，可能な限り多様性，独立性，位置的分散を考慮して

適切な措置を講じる設計とする。ただし，常設重大事故

防止設備のうち，計装設備については，ロ(3)(ⅰ)b.(c-

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-1)-①は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-1) 

-①と同義であり，整合して

いる。 
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等，重要監視パラメータに対して可能な限り多様性を有

する方法により計測できる設計とする。重要代替監視パ

ラメータは，重要監視パラメータと可能な限り位置的分

散を図る設計とする。 

 

ータに対して可能な限り多様性を有する方法により計測

できる設計とする。重要代替監視パラメータは重要監視

パラメータと可能な限り位置的分散を図る設計とする。 

1-1-1)-①重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータの計測が困難となった場合に，当該パ

ラメータを推定するために必要なパラメータと異なる

物理量又は測定原理とする等，重大事故等に対処するた

めに監視することが必要なパラメータに対して可能な

限り多様性を有する方法により計測できる設計とする

とともに，可能な限り位置的分散を図る設計とする。 

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，常設重大事故防止設備がその機能を確実に

発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件におけ

る健全性については，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-1)-②(c-3)環

境条件等に記載する。 

常設重大事故防止設備は，イ,(1)敷地の面積及び形状

に基づく地盤に設置するとともに，地震，津波及び火災

に対して，(1),(ⅱ)重大事故等対処施設の耐震設計，

(2),(ⅱ)重大事故等対処施設に対する耐津波設計並びに

(3),(ⅰ),b.,(b)火災による損傷の防止に基づく設計と

する。 

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，常設重大事故防止設備がその機能を確実に

発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件におけ

る健全性については「1.1.7.3 環境条件等」に記載す

る。 

常設重大事故防止設備は，「1.10 発電用原子炉設置

変更許可申請に係る安全設計の方針」に基づく地盤に設

置する。 

＜中略＞ 

常設重大事故防止設備は，地震，津波及び火災に対し

て，「1.4.2 重大事故等対処施設の耐震設計」，「1.5 

.2 重大事故等対処施設の耐津波設計」及び「1.6.2 

重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針」に基

づく設計とする。 

 環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，常設重大事故防止設備がその機能を確実に

発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件におけ

る健全性についてはロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-1)-②「5.1.5 

環境条件等」に基づく設計とする。風（台風），低温

（凍結），降水，積雪及び電磁的障害に対して常設重大

事故防止設備は，環境条件にて考慮し機能が損なわれ

ない設計とする。 

 常設重大事故防止設備は，「1. 地盤等」に基づく地

盤に設置するとともに，地震，津波,火災及び溢水に対

して，「2.1 地震による損傷の防止」，「2.2 津波によ

る損傷の防止」，「3.1 火災による損傷の防止」及び「 

4.1 溢水等による損傷の防止」に基づく設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-1)-①は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-1) 

-①と同義であり，整合して

いる。なお，詳細について

は，該当箇所にて示す。 

  

地震，津波，溢水及び火災に対して常設重大事故防止設

備は，設計基準事故対処設備等と同時に機能を損なうお

それがないように，可能な限り設計基準事故対処設備等

と位置的分散を図る。 

地震，津波，溢水及び火災に対して常設重大事故防止

設備は，設計基準事故対処設備等と同時に機能を損なう

おそれがないように，可能な限り設計基準事故対処設備

等と位置的分散を図る。 

 地震，津波，溢水及び火災に対して常設重大事故防止

設備は，設計基準事故対処設備等と同時に機能を損なう

おそれがないように，可能な限り設計基準事故対処設備

等と位置的分散を図る。 

    

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森林火

災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒

ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，常設重大事

故防止設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が図ら

れた建屋内に設置するか，又は設計基準事故対処設備等

と同時に機能が損なわれないように，設計基準事故対処

設備等と位置的分散を図り，屋外に設置する。 

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷 

，地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森

林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等 

），有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，常

設重大事故防止設備は，外部からの衝撃による損傷の防

止が図られた建屋内に設置するか，又は設計基準事故対

処設備等と同時に機能が損なわれないように，設計基準

事故対処設備等と位置的分散を図り，屋外に設置する。 

 風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森林

火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），

有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，常設重

大事故防止設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた建屋内に設置するか，又は設計基準事故対処設

備等と同時に機能が損なわれないように，設計基準事故

対処設備等と位置的分散を図り，屋外に設置する。 

    

落雷に対して常設代替交流電源設備は，避雷設備等に

より防護する設計とする。 

落雷に対して常設代替交流電源設備は，避雷設備等に

より防護する設計とする。 

 落雷に対して常設代替交流電源設備は，避雷設備等に

より防護する設計とする。 

    

40



 

                                                                    ロ-324 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
1 
R
0 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対して屋外の

常設重大事故防止設備は，侵入防止対策により重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれのな

い設計とする。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対して屋外の

常設重大事故防止設備は，侵入防止対策により重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれのな

い設計とする。 

 常設重大事故緩和設備についても，可能な限り上記を

考慮して多様性，位置的分散を図る設計とする。 

 生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対して屋外の

常設重大事故防止設備は，侵入防止対策により重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれの

ない設計とする。生物学的事象のうちクラゲ等の海生生

物からの影響を受けるおそれのある常設重大事故防止

設備は，侵入防止対策により重大事故等に対処するため

の必要な機能が損なわれるおそれのない設計とする。 

 常設重大事故緩和設備についても，共通要因の特性を

踏まえ，可能な限り上記を考慮して多様性，位置的分散

を図る設計とする。 

    

サポート系の故障に対しては，系統又は機器に供給さ

れる電力，空気，油，冷却水を考慮し，常設重大事故防止

設備は設計基準事故対処設備等と異なる駆動源，冷却源

を用いる設計，又は駆動源，冷却源が同じ場合は別の手

段が可能な設計とする。また，常設重大事故防止設備は，

設計基準事故対処設備等と可能な限り異なる水源をもつ

設計とする。 

 サポート系の故障に対しては，系統又は機器に供給さ

れる電力，空気，油，冷却水を考慮し，常設重大事故防

止設備は設計基準事故対処設備等と異なる駆動源，冷却

源を用いる設計，又は駆動源，冷却源が同じ場合は別の

手段が可能な設計とする。また，常設重大事故防止設備

は設計基準事故対処設備等と可能な限り異なる水源をも

つ設計とする。 

 サポート系の故障に対しては，系統又は機器に供給さ

れる電力，空気，油及び冷却水を考慮し，常設重大事故

防止設備は設計基準事故対処設備等と異なる駆動源，冷

却源を用いる設計，又は駆動源，冷却源が同じ場合は別

の手段が可能な設計とする。また，常設重大事故防止設

備は設計基準事故対処設備等と可能な限り異なる水源を

もつ設計とする。 

    

(c-1-1-2) 可搬型重大事故等対処設備 b. 可搬型重大事故等対処設備 b. 可搬型重大事故等対処設備     

可搬型重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等

又は常設重大事故防止設備と共通要因によって同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないよう，可能な限り多様

性，独立性，位置的分散を考慮して適切な措置を講じる

設計とする。 

可搬型重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等

又は常設重大事故防止設備と共通要因によって同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないよう，可能な限り多様

性，独立性，位置的分散を考慮して適切な措置を講じる

設計とする。 

可搬型重大事故防止設備は，設計基準事故対処設備等

又は常設重大事故防止設備と共通要因によって同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないよう，共通要因の特性

を踏まえ，可能な限り多様性，独立性，位置的分散を考

慮して適切な措置を講じる設計とする。 

    

また，可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，その

他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズム，設計基準事故対処設備等及び重大事故等対

処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故

等対処設備と異なる保管場所に保管する設計とする。 

また，可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，そ

の他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズム，設計基準事故対処設備等及び重大事故等

対処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事

故等対処設備と異なる保管場所に保管する設計とする。 

 また，可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，そ

の他自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズム，設計基準事故対処設備等及び重大事故等対

処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故

等対処設備と異なる保管場所に保管する設計とする。 

    

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，可搬型重大事故等対処設備がその機能を確

実に発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件に

おける健全性についてはロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-2)-①(c-3) 

環境条件等に記載する。 

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，可搬型重大事故等対処設備がその機能を確

実に発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件に

おける健全性については「1.1.7.3 環境条件等」に記

載する。 

 環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，可搬型重大事故等対処設備がその機能を確

実に発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件に

おける健全性についてはロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-2)-①「5. 

1.5 環境条件等」に基づく設計とする。風（台風），低

温（凍結），降水，積雪及び電磁的障害に対して可搬型

重大事故等対処設備は，環境条件にて考慮し機能が損な

われない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-2)-①は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-2) 

-①と同義であり，整合して

いる。なお，詳細について

は，該当箇所にて示す。 
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地震に対して，屋内の可搬型重大事故等対処設備は，

イ,(1)敷地の面積及び形状に基づく地盤に設置する建屋

内に保管する。屋外の可搬型重大事故等対処設備は，転

倒しないことを確認する，又は必要により固縛等の処置

をするとともに，地震により生ずる敷地下斜面のすべり，

液状化又は揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮き上

がり，地盤支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等の影

響により必要な機能を喪失しない位置に保管する設計と

する。 

地震に対して，屋内の可搬型重大事故等対処設備は，

「1.10 発電用原子炉設置変更許可申請に係る安全設計

の方針」に基づく地盤上に設置する建屋内に保管する。

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，転倒しないことを

確認する，又は必要により固縛等の処置をするととも

に，地震により生ずる敷地下斜面のすべり，液状化又は

揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地盤

支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等の影響により必

要な機能を喪失しない位置に保管する設計とする。 

 地震に対して，屋内の可搬型重大事故等対処設備は，

「1. 地盤等」に基づく地盤に設置された建屋内に保管

する。屋外の可搬型重大事故等対処設備は，転倒しない

ことを確認する，又は必要により固縛等の処置をすると

ともに，地震により生ずる敷地下斜面のすべり，液状化

又は揺すり込みによる不等沈下，傾斜及び浮き上がり，

地盤支持力の不足，地中埋設構造物の損壊等の影響によ

り必要な機能を喪失しない位置に保管する設計とする。 

    

地震及び津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，

(1),(ⅱ)重大事故等対処施設の耐震設計及び(2),(ⅱ)重

大事故等対処施設に対する耐津波設計にて考慮された設

計とする。 

地震及び津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，

「1.4.2 重大事故等対処施設の耐震設計」，「1.5.2 

重大事故等対処施設の耐津波設計」にて考慮された設計

とする。 

地震及び津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，

「2.1 地震による損傷の防止」及び「2.2 津波による

損傷の防止」にて考慮された設計とする。 

    

火災に対して，可搬型重大事故等対処設備は，(3),(ⅰ) 

,b.,(b)火災による損傷の防止に基づく火災防護を行う。 

火災に対して，可搬型重大事故等対処設備は「1.6.2 

重大事故等対処施設の火災防護に関する基本方針」に基

づく火災防護を行う。 

 火災に対して可搬型重大事故等対処設備は，「3.1 火

災による損傷の防止」に基づく火災防護を行う。 

 溢水に対して可搬型重大事故等対処設備は，「4.1 溢

水等による損傷の防止」に基づく設計とする。 

    

地震，津波，溢水及び火災に対して可搬型重大事故等対

処設備は，設計基準事故対処設備等及び常設重大事故等

対処設備と同時に機能を損なうおそれがないように，設

計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重大事故等対

処設備と位置的分散を図り複数箇所に分散して保管する

設計とする。 

地震，津波，溢水及び火災に対して可搬型重大事故等

対処設備は，設計基準事故対処設備等及び常設重大事故

等対処設備と同時に機能を損なうおそれがないように，

設計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重大事故等

対処設備と位置的分散を図り複数箇所に分散して保管す

る設計とする。 

 地震，津波，溢水及び火災に対して可搬型重大事故等

対処設備は，設計基準事故対処設備等及び常設重大事故

等対処設備と同時に機能を損なうおそれがないように，

設計基準事故対処設備等の配置も含めて常設重大事故等

対処設備と位置的分散を図り，複数箇所に分散して保管

する設計とする。 

    

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森林火

災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），有毒

ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，可搬型重大

事故等対処設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた建屋内に保管するか，又は設計基準事故対処設

備等及び常設重大事故等対処設備と同時に必要な機能を

損なうおそれがないように，設計基準事故対処設備等の

配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図

り，防火帯の内側の複数箇所に分散して保管する設計と

する。クラゲ等の海生生物から影響を受けるおそれのあ

る屋外の可搬型重大事故等対処設備は，予備を有する設

計とする。 

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発

（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災

等），有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，

可搬型重大事故等対処設備は，外部からの衝撃による損

傷の防止が図られた建屋内に保管するか，又は設計基準

事故対処設備等及び常設重大事故等対処設備と同時に必

要な機能を損なうおそれがないように，設計基準事故対

処設備等の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置

的分散を図り，防火帯の内側の複数箇所に分散して保管

する設計とする。クラゲ等の海生生物の影響により可搬

型重大事故等対処設備の取水ラインが閉塞する場合に

は，予備の可搬型重大事故等対処設備によって取水を継

続し，閉塞箇所の清掃を行うことで対応できるよう，ク

 風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森林

火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等），

有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，可搬型

重大事故等対処設備は，外部からの衝撃による損傷の防

止が図られた建屋内に保管するか，又は設計基準事故対

処設備等及び常設重大事故等対処設備と同時に必要な機

能を損なうおそれがないように，設計基準事故対処設備

等の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散

を図り，防火帯の内側の複数箇所に分散して保管する設

計とする。クラゲ等の海生生物から影響を受けるおそれ

のある屋外の可搬型重大事故等対処設備は，予備を有す

る設計とする。 
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ラゲ等の海生生物から影響を受けるおそれのある屋外の

可搬型重大事故等対処設備は，予備を有する設計とす

る。 

飛来物（航空機落下）及び故意による大型航空機の衝突

その他テロリズムに対して，屋内の可搬型重大事故等対

処設備は，可能な限り設計基準事故対処設備等の配置も

含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図り複数

箇所に分散して保管する設計とする。屋外に保管する可

搬型重大事故等対処設備は，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-2)-①原

子炉建屋，タービン建屋及び廃棄物処理建屋から 100m 以

上の離隔距離を確保するとともに，当該可搬型重大事故

等対処設備がその機能を代替する屋外の設計基準対象施

設及び常設重大事故等対処設備から100m以上の離隔距離

を確保した上で，複数箇所に分散して保管する設計とす

る。 

飛来物（航空機落下）及び故意による大型航空機の衝

突その他テロリズムに対して，屋内の可搬型重大事故等

対処設備は，可能な限り設計基準事故対処設備等の配置

も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図り複

数箇所に分散して保管する設計とする。屋外に保管する

可搬型重大事故等対処設備は，原子炉建屋，タービン建

屋及び廃棄物処理建屋から 100m 以上の離隔距離を確保

するとともに，当該可搬型重大事故等対処設備がその機

能を代替する屋外の設計基準対象施設及び常設重大事故

等対処設備から 100m 以上の離隔距離を確保した上で，

複数箇所に分散して保管する設計とする。 

 飛来物（航空機落下）及び故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムに対して，屋内の可搬型重大事故

等対処設備は，可能な限り設計基準事故対処設備等の配

置も含めて常設重大事故等対処設備と位置的分散を図

り複数箇所に分散して保管する設計とする。 

 屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，ロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-2)-①設計基準事故対処設備等及び常設

重大事故等対処設備が設置されている建屋から 100m 以

上の離隔距離を確保するとともに，当該可搬型重大事故

等対処設備がその機能を代替する屋外の設計基準対象

施設及び常設重大事故等対処設備から 100m 以上の離隔

距離を確保した上で，複数箇所に分散して保管する設計

とする。 

 

 

 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-2)-①は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-2) 

-①を含んでおり，整合して

いる。 

 

  

サポート系の故障に対しては，系統又は機器に供給さ

れる電力，空気，油，冷却水を考慮し，可搬型重大事故防

止設備は，設計基準事故対処設備等又は常設重大事故防

止設備と異なる駆動源，冷却源を用いる設計とするか，

駆動源，冷却源が同じ場合は別の手段が可能な設計とす

る。また，水源についても可能な限り，異なる水源を用い

る設計とする。 

サポート系の故障に対しては，系統又は機器に供給さ

れる電力，空気，油，冷却水を考慮し，可搬型重大事故

防止設備は，設計基準事故対処設備等又は常設重大事故

防止設備と異なる駆動源，冷却源を用いる設計とする

か，駆動源，冷却源が同じ場合は別の手段が可能な設計

とする。また，水源についても可能な限り，異なる水源

を用いる設計とする。 

 サポート系の故障に対しては，系統又は機器に供給さ

れる電力，空気，油及び冷却水を考慮し，可搬型重大事

故防止設備は，設計基準事故対処設備等又は常設重大事

故防止設備と異なる駆動源，冷却源を用いる設計とする

か，駆動源，冷却源が同じ場合は別の手段が可能な設計

とする。また，水源についても可能な限り，異なる水源

を用いる設計とする。 

    

(c-1-1-3) 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等

対処設備の接続口 

c. 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等対処設

備の接続口 

c. 可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等対処設

備の接続口 

    

原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型重大

事故等対処設備と常設設備との接続口は，共通要因によ

って接続することができなくなることを防止するため，

それぞれ互いに異なる複数の場所に設置する設計とす

る。 

原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型重大

事故等対処設備と常設設備との接続口は，共通要因によ

って接続することができなくなることを防止するため，

それぞれ互いに異なる複数の場所に設置する設計とす

る。 

 原子炉建屋の外から水又は電力を供給する可搬型重大

事故等対処設備と常設設備との接続口は，共通要因によ

って接続することができなくなることを防止するため，

それぞれ互いに異なる複数の場所に設置する設計とす

る。 

    

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，その機能を確実に発揮できる設計とすると

ともに，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3)-①建屋の異なる面の隣接

しない位置又は屋内及び建屋面の適切に離隔した位置に

複数箇所設置する。重大事故等時の環境条件における健

全性については，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3)-②(c-3)環境条

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条件

において，その機能を確実に発揮できる設計とするとと

もに，建屋の異なる面の隣接しない位置又は屋内及び建

屋面の適切に離隔した位置に複数箇所設置する。重大事

故等時の環境条件における健全性については「1.1.7.3 

環境条件等」に記載する。風（台風），低温（凍結），降

 環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，その機能を確実に発揮できる設計とすると

ともに，接続口は，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3)-①建屋の異

なる面の隣接しない位置に複数箇所設置する。重大事故

等時の環境条件における健全性については，ロ(3)(ⅰ) 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-3)-①は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3) 

-①を詳細設計した結果であ

り，整合している。 
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件等に記載する。風（台風），低温（凍結），降水，積雪

及び電磁的障害に対しては，環境条件にて考慮し，機能

が損なわれない設計とする。 

地震に対して接続口は，イ,(1)敷地の面積及び形状に

基づく地盤上のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3)-③建屋内又は建

屋面に複数箇所設置する。 

水，積雪及び電磁的障害に対しては，環境条件にて考慮

し，機能が損なわれない設計とする。 

地震に対して接続口は，「1.10 発電用原子炉設置変更

許可申請に係る安全設計の方針」に基づく地盤上の建屋

内又は建屋面に複数箇所設置する。 

b.(c-1-1-3)-②「5.1.5 環境条件等」に基づく設計と

する。風（台風），低温（凍結），降水，積雪及び電磁的

障害に対しては，環境条件にて考慮し，機能が損なわれ

ない設計とする。 

地震に対して接続口は，「1. 地盤等」に基づく地盤

上のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3)-③建屋面に複数箇所設置す

る。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-3)-②は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3) 

-②と同義であり，整合して

いる。なお，詳細について

は，該当箇所にて示す。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-3)-③は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3) 

-③を詳細設計した結果であ

り，整合している。 

 

地震，津波及び火災に対しては，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-

3)-④(1),(ⅱ)重大事故等対処施設の耐震設計，(2),(ⅱ)

重 大 事 故 等 対 処 施 設 に 対 す る 耐 津 波 設 計 及 び

(3),(ⅰ),b.,(b)火災による損傷の防止に基づく設計と

する。溢水に対しては，想定される溢水水位に対して機

能を喪失しない位置に設置する。 

地震，津波及び火災に対しては，「1.4.2 重大事故

等対処施設の耐震設計」，「1.5.2 重大事故等対処施

設の耐津波設計」及び「1.6.2 重大事故等対処施設の

火災防護に関する基本方針」に基づく設計とする。溢水

に対しては，想定される溢水水位に対して機能を喪失し

ない位置に設置する。 

 地震，津波及び火災に対しては，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-

3)-④「2.1 地震による損傷の防止」，「2.2 津波による

損傷の防止」及び「3.1 火災による損傷の防止」に基づ

く設計とする。 

 溢水に対しては，想定される溢水水位に対して機能を

喪失しない位置に設置する。 

地震，津波，溢水及び火災に対しては，接続口は，建

屋の異なる面の隣接しない位置に複数箇所設置する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-3)-④は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3) 

-④と同義であり，整合して

いる。なお，詳細について

は，該当箇所にて示す。 

 

  

風（台風），竜巻，落雷，地滑り，火山の影響，生物学

的事象，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突及び故意によ

る大型航空機の衝突その他テロリズムに対して，ロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-3)-⑤建屋の異なる面の隣接しない位置又

は屋内及び建屋面の適切に離隔した位置に複数箇所設置

する。生物学的事象のうちネズミ等の小動物に対して，

屋外に設置する場合は，開口部の閉止により重大事故等

に対処するために必要な機能が損なわれるおそれのない

設計とする。 

風（台風），竜巻，落雷，地滑り，火山の影響，生物学

的事象，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突及び故意によ

る大型航空機の衝突その他テロリズムに対して，建屋の

異なる面の隣接しない位置又は屋内及び建屋面の適切に

離隔した位置に複数箇所設置する。生物学的事象のうち

ネズミ等の小動物に対して，屋外に設置する場合は，開口

部の閉止により重大事故等に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれのない設計とする。 

風（台風），竜巻，落雷，地滑り，火山の影響，生物学

的事象，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆

発，航空機落下火災等），有毒ガス，船舶の衝突及び故意

による大型航空機の衝突その他テロリズムに対して，接

続口は，ロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3)-⑤建屋の異なる面の隣

接しない位置に複数箇所設置する。生物学的事象のうち

ネズミ等の小動物に対して屋外に設置する場合は，開口

部の閉止により重大事故等に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれのない設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-1-1-3)-⑤は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-1-1-3) 

-⑤を詳細設計した結果であ

り，整合している。 

  

また，一つの接続口で複数の機能を兼用して使用する

場合には，それぞれの機能に必要な容量が確保できる接

続口を設ける設計とする。 

また，一つの接続口で複数の機能を兼用して使用する

場合には，それぞれの機能に必要な容量が確保できる接

続口を設ける設計とする。 

 また，一つの接続口で複数の機能を兼用して使用する

場合には，それぞれの機能に必要な容量が確保できる接

続口を設ける設計とする。同時に使用する可能性がある
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場合は，合計の容量を確保し，状況に応じて，それぞれ

の系統に必要な容量を同時に供給できる設計とする。 

(c-1-2) 悪影響防止 (2) 悪影響防止 5.1.3 悪影響防止等 

(4) 悪影響防止  

    

重大事故等対処設備は，発電用原子炉施設（他号炉を含

む。）内の他の設備（設計基準対象施設及び当該重大事故

等対処設備以外の重大事故等対処設備）に対して悪影響

を及ぼさない設計とする。 

重大事故等対処設備は発電用原子炉施設（他号炉を含

む。）内の他の設備（設計基準対象施設及び当該重大事

故等対処設備以外の重大事故等対処設備）に対して悪影

響を及ぼさない設計とする。 

 重大事故等対処設備は，発電用原子炉施設（他号機を

含む。）内の他の設備（設計基準対象施設及び当該重大

事故等対処設備以外の重大事故等対処設備）に対して悪

影響を及ぼさない設計とする。 

    

他の設備への悪影響としては，重大事故等対処設備使

用時及び待機時の系統的な影響（電気的な影響を含む。）

並びにタービンミサイル等の内部発生飛散物による影響

を考慮し，他の設備の機能に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

他の設備への悪影響としては，重大事故等対処設備使

用時及び待機時の系統的な影響（電気的な影響を含

む。）並びにタービンミサイル等の内部発生飛散物によ

る影響を考慮し，他の設備の機能に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

 他の設備への悪影響としては，重大事故等対処設備使

用時及び待機時の系統的な影響（電気的な影響を含

む。）並びにタービンミサイル等の内部発生飛散物によ

る影響を考慮し，他の設備の機能に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

    

系統的な影響に対しては，重大事故等対処設備は，弁等

の操作によって設計基準対象施設として使用する系統構

成から重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

と，重大事故等発生前（通常時）の隔離若しくは分離され

た状態から弁等の操作や接続により重大事故等対処設備

としての系統構成とすること，他の設備から独立して単

独で使用可能なこと，設計基準対象施設として使用する

場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用す

ること等により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

系統的な影響に対しては，重大事故等対処設備は，弁

等の操作によって設計基準対象施設として使用する系統

構成から重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

と，重大事故等発生前（通常時）の隔離若しくは分離さ

れた状態から弁等の操作や接続により重大事故等対処設

備としての系統構成とすること，他の設備から独立して

単独で使用可能なこと，設計基準対象施設として使用す

る場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用

すること等により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

 系統的な影響に対しては，重大事故等対処設備は，弁

等の操作によって設計基準対象施設として使用する系統

構成から重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

と，重大事故等発生前（通常時）の隔離若しくは分離さ

れた状態から弁等の操作や接続により重大事故等対処設

備としての系統構成とすること，他の設備から独立して

単独で使用可能なこと，設計基準対象施設として使用す

る場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用

すること等により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

    

また，放水砲については，建屋への放水により，当該設

備の使用を想定する重大事故時において必要となる屋外

の他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，放水砲については，建屋への放水により，当該

設備の使用を想定する重大事故時において必要となる屋

外の他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 放水砲については，建屋への放水により，当該設備の

使用を想定する重大事故時において必要となる屋外の他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

    

内部発生飛散物による影響に対しては，内部発生エネ

ルギの高い流体を内蔵する弁及び配管の破断，高速回転

機器の破損，ガス爆発並びに重量機器の落下を考慮し，

重大事故等対処設備がタービンミサイル等の発生源とな

ることを防ぐことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

内部発生飛散物による影響に対しては，内部発生エネ

ルギの高い流体を内蔵する弁及び配管の破断，高速回転

機器の破損，ガス爆発並びに重量機器の落下を考慮し，

重大事故等対処設備がタービンミサイル等の発生源とな

ることを防ぐことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

 内部発生飛散物による影響に対しては，内部発生エネ

ルギの高い流体を内蔵する弁及び配管の破断，高速回転

機器の破損，ガス爆発並びに重量機器の落下を考慮し，

重大事故等対処設備がタービンミサイル等の発生源とな

ることを防ぐことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

    

(c-1-3) 共用の禁止 (3) 共用の禁止 (2) 共用 

＜中略＞ 

    

常設重大事故等対処設備の各機器については，2以上の

発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

常設重大事故等対処設備の各機器については，2以上

の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

 常設重大事故等対処設備の各機器については，2以上

の発電用原子炉施設において共用しない設計とする。 

    

45



 

                                                                    ロ-329 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
1 
R
0 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

ただし，共用対象の施設ごとに要求される技術的要件

（重大事故等に対処するために必要な機能）を満たしつ

つ，2以上の発電用原子炉施設と共用することにより安全

性が向上し，かつ，同一の発電所内の他の発電用原子炉

施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，共用できる設

計とする。 

ただし，共用対象の施設ごとに要求される技術的要件

（重大事故等に対処するために必要な機能）を満たしつ

つ，2以上の発電用原子炉施設と共用することにより安

全性が向上し，かつ，同一の発電所内の他の発電用原子

炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，共用できる

設計とする。 

ただし，共用対象の施設ごとに要求される技術的要件

（重大事故等に対処するために必要な機能）を満たしつ

つ，2以上の発電用原子炉施設と共用することにより安

全性が向上し，かつ，同一の発電所内の他の発電用原子

炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，共用できる

設計とする。 

    

 10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.2 代替電源設備 

10.2.2 設計方針 

10.2.2.3 共用の禁止 

＜中略＞ 

【非常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

＜中略＞ 

  

  第一ガスタービン発電機，第一ガスタービン発電機用

燃料タンク，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ

及び緊急用断路器は，共用により第一ガスタービン発電

機から自号炉だけでなく他号炉にも電力の供給が可能と

なり，安全性の向上を図れることから，6号及び 7号炉

で共用する設計とする。第一ガスタービン発電機，第一

ガスタービン発電機用燃料タンク，第一ガスタービン発

電機用燃料移送ポンプ及び緊急用断路器は，共用により

悪影響を及ぼさないよう，6号及び 7号炉を断路器等に

より系統を隔離して使用する設計とする。 

 号炉間電力融通ケーブル（常設）は，共用により 6号

及び 7号炉相互間での電力融通を可能とし，安全性の向

上を図れることから，6号及び 7号炉で共用する設計と

する。号炉間電力融通ケーブル（常設）は，共用により

悪影響を及ぼさないよう，通常時は接続先の系統と分離

した状態で設置する設計とする。 

 

 軽油タンクは，第一ガスタービン発電機，電源車，可

搬型代替注水ポンプ（A-1 級），可搬型代替注水ポンプ

（A-2 級），大容量送水車（熱交換器ユニット用），大

容量送水車（原子炉建屋放水設備用），大容量送水車

（海水取水用），モニタリング・ポスト用発電機及び 5

号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備の燃料

を貯蔵しており，共用により他号炉のタンクに貯蔵して

いる燃料も使用可能となり，安全性の向上が図られるこ

とから，6号及び 7号炉で共用する設計とする。軽油タ

号炉間電力融通ケーブル（常設）は，共用により6号

機及び7号機相互間での電力融通を可能とし，安全性の

向上を図れることから，6号機及び7号機で共用する設

計とする。号炉間電力融通ケーブル（常設）は，共用に

より悪影響を及ぼさないよう，通常時は接続先の系統と

分離した状態で設置する設計とする。 

第一ガスタービン発電機，第一ガスタービン発電機

用燃料タンク，第一ガスタービン発電機用燃料移送ポ

ンプ及び緊急用断路器は，共用により第一ガスタービ

ン発電機から自号機だけでなく他号機にも電力の供給

が可能となり，安全性の向上を図れることから，6号

機及び 7号機で共用する設計とする。第一ガスタービ

ン発電機，第一ガスタービン発電機用燃料タンク，第

一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ及び緊急用断

路器は，共用により悪影響を及ぼさないよう，6号機

及び 7号機を断路器等により系統を隔離して使用する

設計とする。 

軽油タンクは，第一ガスタービン発電機，電源車，可

搬型代替注水ポンプ（A-1級）（6,7号機共用），可搬型

代替注水ポンプ（A-2級）（6,7号機共用），大容量送水

車（熱交換器ユニット用）（6,7号機共用），大容量送水

車（原子炉建屋放水設備用）（6,7号機共用），大容量送

水車（海水取水用）（6,7号機共用），モニタリングポス

ト用発電機及び5号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬

型電源設備の燃料を貯蔵しており，共用により他号機の

タンクに貯蔵している燃料も使用可能となり，安全性の
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ンクは，共用により悪影響を及ぼさないよう，6号及び

7号炉で必要な重大事故等対処設備の燃料を確保すると

ともに，号炉の区分けなくタンクローリ（16kL）及びタ

ンクローリ（4kL）を用いて燃料を利用できる設計とす

る。 

 なお，軽油タンクは，重大事故等時に重大事故等対処

設備へ燃料補給を実施する場合のみ 6号及び 7号炉共用

とする。 

向上が図られることから，6号機及び7号機で共用する

設計とする。軽油タンクは，共用により悪影響を及ぼさ

ないよう，6号機及び7号機で必要な重大事故等対処設

備の燃料を確保するとともに，号機の区分けなくタンク

ローリ（16kL）及びタンクローリ（4kL）を用いて燃料

を利用できる設計とする。 

なお，軽油タンクは，重大事故等時に重大事故等対処

設備へ燃料補給を実施する場合のみ6号機及び7号機共

用とする。 

 8. 放射線管理施設 

8.1  放射線管理設備 

8.1.2  重大事故等時 

8.1.2.2  設計方針 

8.1.2.2.3  共用の禁止 

＜中略＞ 

   

  モニタリング・ポスト用発電機は，モニタリング・ポ

ストに給電する設備であるため，モニタリング・ポスト

と同様に 6号及び 7号炉で共用することで，操作に必要

な時間及び要員を減少させて安全性の向上を図る設計と

する。 

モニタリングポスト用発電機は，モニタリングポスト

に給電する設備であるため，モニタリングポストと同様

に6号機及び7号機で共用することで，操作に必要な時

間及び要員を減少させて安全性の向上を図る設計とす

る。モニタリングポスト用発電機は，共用により悪影響

を及ぼさないよう，号機の区分けなく使用できる設計と

する。 

＜中略＞ 

  

 10. その他発電用原子炉の附属施設 

10.8 非常用取水設備 

10.8.2 重大事故等時 

10.8.2.2 設計方針 

10.8.2.2.2 共用の禁止 

＜中略＞ 

【非常用取水設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

2. 設備の共用 

  

  非常用取水設備である海水貯留堰，スクリーン室及び

取水路は，共用により他号炉の海水取水箇所も使用する

ことで安全性の向上が図れることから，6号及び 7号炉

で共用する設計とする。 

 これらの設備は，共用により悪影響を及ぼさないよ

う，6号及び 7号炉に必要な取水容量を十分に有する設

計とする。なお，海水貯留堰，スクリーン室及び取水路

は，重大事故等時のみ 6号及び 7号炉共用とする。 

 非常用取水設備である海水貯留堰，スクリーン室及び

取水路は，共用により自号機だけでなく他号機の海水取

水箇所も使用することで，安全性の向上を図れることか

ら，6号機及び7号機で共用する設計とする。 

これらの設備は，共用により悪影響を及ぼさないよ

う，6号機及び7号機に必要な取水容量を十分に有する

設計とする。なお，海水貯留堰，スクリーン室及び取水

路は，重大事故等時のみ6号機及び7号機共用とする。 
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 10.9 緊急時対策所 

10.9.2 重大事故等時 

10.9.2.2 設計方針 

10.9.2.2.3 共用の禁止 

＜中略＞ 

【非常用電源設備】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

5. 設備の共用 

＜中略＞ 

  

 5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所は，事故対応におい

て 6号及び 7号炉双方のプラント状況を考慮した指揮命

令を行う必要があるため，対策本部及び待機場所を共用

化し，事故収束に必要な緊急時対策所遮蔽，緊急時対策

所換気空調設備，重大事故等に対処するために必要な情

報を把握できる設備等を設置する。共用により，必要な

情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を共

有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含む。）

を行うことで，安全性の向上が図れることから，6号及

び 7号炉で共用する設計とする。各設備は，共用により

悪影響を及ぼさないよう，号炉の区分けなく使用できる

設計とする。 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所用受電盤，5号機原

子炉建屋内緊急時対策所用主母線盤，5号機原子炉建屋

内緊急時対策所用交流110V分電盤1，5号機原子炉建屋

内緊急時対策所用交流110V分電盤2及び 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所用交流110V分電盤3は，共用の設

計とすることにより，起動操作や燃料補給に必要な時間

及び要員を減少させることで安全性を向上させることが

できることから，6号機及び7号機で共用する設計とす

る。5号機原子炉建屋内緊急時対策所用受電盤，5号機

原子炉建屋内緊急時対策所用主母線盤，5号機原子炉建

屋内緊急時対策所用交流110V分電盤1，5号機原子炉建

屋内緊急時対策所用交流110V分電盤2及び 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用交流110V分電盤3は，共用に

より悪影響を及ぼさないよう，6号機及び7号機を5号

機原子炉建屋内緊急時対策所用6/7号機電源切替盤

（6,7号機共用）（480V,225A のものを1個）の遮断器に

より系統を隔離して使用する設計とする。 

  

 10.12  通信連絡設備 

10.12.2  重大事故等時 

10.12.2.2  設計方針 

10.12.2.2.3  共用の禁止 

＜中略＞ 

【計測制御系統施設】 

（基本設計方針） 

第 2章 個別項目 

6. 設備の共用 

＜中略＞ 

  

  5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設置する無線連

絡設備（常設），5号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に

設置する衛星電話設備（常設），5号炉屋外緊急連絡用

インターフォン，統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備，安全パラメータ表示システム（SPDS）及

びデータ伝送設備は，号炉の区分けなく通信連絡するこ

とで，必要な情報（相互のプラント状況，運転員の対応

状況等）を共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処

置を含む。）を行うことができ，安全性の向上が図れる

ことから，6号及び 7号炉で共用する設計とする。 

通信連絡設備のうち5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部・高気密室）に設置又は保管する通信連絡設

備は，6号機及び7号機で共用とするが，共用対象号機

内で同時に通信・通話するために必要な仕様を満足する

設計とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密

室）内に設置する衛星電話設備（常設），無線連絡設備

（常設），5号機屋外緊急連絡用インターフォン（イン

ターフォン），安全パラメータ表示システム（SPDS），統
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また，5号炉原子炉建屋内緊急時対策所内に設置する

無線連絡設備（常設），5号炉原子炉建屋内緊急時対策

所内に設置する衛星電話設備（常設），5号炉屋外緊急

連絡用インターフォン，統合原子力防災ネットワークを

用いた通信連絡設備，安全パラメータ表示システム

（SPDS）及びデータ伝送設備は，共用により悪影響を及

ぼさないよう，6号及び 7号炉に必要な容量を確保する

とともに，号炉の区分けなく通信連絡が可能な設計とす

る。 

合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレ

ビ会議システム，IP-電話機及びIP-FAX）及びデータ伝

送設備は，号機の区分けなく通信連絡することで，必要

な情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を

共有・考慮しながら，総合的な管理（事故処置を含

む。）を行うことができ，安全性の向上が図れることか

ら，6号機及び7号機で共用する設計とする。 

これらの通信連絡設備は，共用により悪影響を及ぼさ

ないよう，6号機及び7号機に必要な数量又は容量を確

保するとともに，号機の区分けなく通信連絡が可能な設

計とする。 

(c-2) 容量等 

(c-2-1) 常設重大事故等対処設備 

1. 安全設計 

1.1  安全設計の方針 

1.1.7  重大事故等対処設備に関する基本方針 

1.1.7.2 容量等 

(1) 常設重大事故等対処設備 

【原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）】 

（基本設計方針） 

第 1章 共通項目 

5. 設備に対する要求 

5.1 安全設備，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備 

5.1.4 容量等 

(1) 常設重大事故等対処設備  

    

常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等の

収束において，想定する事象及びその事象の進展等を考

慮し，重大事故等時に必要な目的を果たすために，事故

対応手段としての系統設計を行う。重大事故等の収束は，

これらの系統の組合せにより達成する。 

常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等の

収束において，想定する事象及びその事象の進展等を考

慮し，重大事故等時に必要な目的を果たすために，事故

対応手段としての系統設計を行う。重大事故等の収束

は，これらの系統の組合せにより達成する。 

 常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等の

収束において，想定する事象及びその事象の進展等を考

慮し，重大事故等時に必要な目的を果たすために，事故

対応手段としての系統設計を行う。重大事故等の収束

は，これらの系統の組合せにより達成する。 

    

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝熱容量，

弁吹出量，発電機容量，蓄電池容量，計装設備の計測範囲

及び作動信号の設定値等とする。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設の系

統及び機器を使用するものについては，設計基準対象施

設の容量等の仕様が，系統の目的に応じて必要となる容

量等に対して十分であることを確認した上で，設計基準

対象施設としての容量等と同仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設の系

統及び機器を使用するもので，重大事故等時に設計基準

対象施設の容量等を補う必要があるものについては，そ

の後の事故対応手段と合わせて，系統の目的に応じて必

要となる容量等を有する設計とする。 

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝熱容

量，弁吹出量，発電機容量，蓄電池容量，計装設備の計

測範囲及び作動信号の設定値等とする。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設の系

統及び機器を使用するものについては，設計基準対象施

設の容量等の仕様が，系統の目的に応じて必要となる容

量等に対して十分であることを確認した上で，設計基準

対象施設としての容量等と同仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設の系

統及び機器を使用するもので，重大事故等時に設計基準

対象施設の容量等を補う必要があるものについては，そ

の後の事故対応手段と合わせて，系統の目的に応じて必

要となる容量等を有する設計とする。 

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝熱容量，

弁吹出量，発電機容量，蓄電池容量，計装設備の計測範

囲，作動信号の設定値等とする。 

 常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設の系

統及び機器を使用するものについては，設計基準対象施

設の容量等の仕様が，系統の目的に応じて必要となる容

量等に対して十分であることを確認した上で，設計基準

対象施設の容量等の仕様と同仕様の設計とする。 

 常設重大事故等対処設備のうち設計基準対象施設の系

統及び機器を使用するもので，重大事故等時に設計基準

対象施設の容量等を補う必要があるものについては，そ

の後の事故対応手段と合わせて，系統の目的に応じて必

要となる容量等を有する設計とする。 
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常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への対処を

本来の目的として設置する系統及び機器を使用するもの

については，系統の目的に応じて必要な容量等を有する

設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への対処を

本来の目的として設置する系統及び機器を使用するもの

については，系統の目的に応じて必要な容量等を有する

設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への対処

を本来の目的として設置する系統及び機器を使用する

ものについては，系統の目的に応じて必要な容量等を有

する設計とする。 

(c-2-2) 可搬型重大事故等対処設備 (2) 可搬型重大事故等対処設備 (2) 可搬型重大事故等対処設備     

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

の収束において，想定する事象及びその事象の進展を考

慮し，事故対応手段としての系統設計を行う。重大事故

等の収束は，これらの系統の組合せにより達成する。 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

の収束において，想定する事象及びその事象の進展を考

慮し，事故対応手段としての系統設計を行う。重大事故

等の収束は，これらの系統の組合せにより達成する。 

 可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

の収束において，想定する事象及びその事象の進展を考

慮し，事故対応手段としての系統設計を行う。重大事故

等の収束は，これらの系統の組合せにより達成する。 

    

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝熱容量，

発電機容量，蓄電池容量，ボンベ容量，計測器の計測範囲

等とする。 

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝熱容

量，発電機容量，蓄電池容量，ボンベ容量，計測器の計

測範囲等とする。 

「容量等」とは，ポンプ流量，タンク容量，伝熱容

量，発電機容量，蓄電池容量，ボンベ容量，計測器の計

測範囲等とする。 

  

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目的に応じて必

要な容量等を有する設計とするとともに，設備の機能，

信頼度等を考慮し，予備を含めた保有数を確保すること

により，必要な容量等に加え，十分に余裕のある容量等

を有する設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目的に応じて必

要な容量等を有する設計とするとともに，設備の機能，

信頼度等を考慮し，予備を含めた保有数を確保すること

により，必要な容量等に加え，十分に余裕のある容量等

を有する設計とする。 

 可搬型重大事故等対処設備は，系統の目的に応じて必

要な容量等を有する設計とするとともに，設備の機能，

信頼度等を考慮し，予備を含めた保有数を確保すること

により，必要な容量等に加え，十分に余裕のある容量等

を有する設計とする。 

    

可搬型重大事故等対処設備のうち複数の機能を兼用す

ることで，設置の効率化，被ばくの低減が図れるものは，

同時に要求される可能性がある複数の機能に必要な容量

等を合わせた容量等とし，兼用できる設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち複数の機能を兼用す

ることで，設置の効率化，被ばくの低減が図れるもの

は，同時に要求される可能性がある複数の機能に必要な

容量等を合わせた容量等とし，兼用できる設計とする。 

 可搬型重大事故等対処設備のうち複数の機能を兼用す

ることで，設置の効率化，被ばくの低減が図れるもの

は，同時に要求される可能性がある複数の機能に必要な

容量等を合わせた容量等とし，兼用できる設計とする。 

    

可搬型重大事故等対処設備のうち，原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給する注水設備及び電源設備は，必要

となる容量等を有する設備を1基当たり2セットに加え，

故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外時の

バックアップとして発電所全体で予備を確保する。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給する注水設備及び電源設備は，必要

となる容量等を有する設備を 1基当たり 2セットに加

え，故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外

時のバックアップとして，発電所全体で予備を確保す

る。 

 可搬型重大事故等対処設備のうち，原子炉建屋の外か

ら水又は電力を供給する注水設備及び電源設備は，必要

となる容量等を有する設備を1基当たり2セットに加

え，故障時のバックアップ及び保守点検による待機除外

時のバックアップとして，発電所全体で予備を確保す

る。 

    

また，可搬型重大事故等対処設備のうち，負荷に直接接

続する可搬型蓄電池，可搬型ボンベ等は，必要となる容

量等を有する設備を 1 基当たり 1 セットに加え，故障時

のバックアップ及び保守点検による待機除外時のバック

アップとして，発電所全体で予備を確保する。 

 

また，可搬型重大事故等対処設備のうち，負荷に直接接

続する可搬型蓄電池，可搬型ボンベ等は，必要となる容量

等を有する設備を 1 基当たり 1 セットに加え，故障時の

バックアップ及び保守点検による待機除外時のバックア

ップとして，発電所全体で予備を確保する。 

上記以外の可搬型重大事故等対処設備は，必要となる

容量等を有する設備を 1 基当たり 1 セットに加え，設備

の信頼度等を考慮し，予備を確保する。 

 また，可搬型重大事故等対処設備のうち，負荷に直接

接続する可搬型蓄電池，可搬型ボンベ等は，必要となる

容量等を有する設備を1基当たり1セットに加え，故障

時のバックアップ及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップとして，発電所全体で予備を確保する。 

 上記以外の可搬型重大事故等対処設備は，必要となる

容量等を有する設備を1基当たり1セットに加え，設備

の信頼度等を考慮し，予備を確保する。 
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(c-3) 環境条件等 1.1.7.3 環境条件等 5.1.5 環境条件等     

(c-3-1) 環境条件 (1) 環境条件 ＜中略＞     

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用

条件において，その機能が有効に発揮できるよう，その

設置場所（使用場所）又は保管場所に応じた耐環境性を

有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用

条件において，その機能が有効に発揮できるよう，その

設置場所（使用場所）又は保管場所に応じた耐環境性を

有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。 

 重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用

条件において，その機能が有効に発揮できるよう，その

設置場所（使用場所）又は保管場所に応じた耐環境性を

有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。 

    

重大事故等時の環境条件については，重大事故等時に

おける温度（環境温度，使用温度），放射線，荷重に加え

て，その他の使用条件として環境圧力，湿度による影響，

重大事故等時に海水を通水する系統への影響，自然現象

による影響，ロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-①発電所敷地又はその

周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によ

るものの影響及び周辺機器等からの悪影響を考慮する。

荷重としては重大事故等が発生した場合における機械的

荷重に加えて，環境圧力，温度及び自然現象による荷重

を考慮する。 

自然現象について，重大事故等時に重大事故等対処設

備に影響を与えるおそれがある事象として，地震，風（台

風），低温（凍結），降水及び積雪を選定する。これらの

事象のうち，低温（凍結）及び降水については，屋外の天

候による影響として考慮する。 

重大事故等時の環境条件については，重大事故等時に

おける温度（環境温度，使用温度），放射線，荷重に加

えて，その他の使用条件として環境圧力，湿度による影

響，重大事故等時に海水を通水する系統への影響，自然

現象による影響，発電所敷地又はその周辺において想定

される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるものの影響及び

周辺機器等からの悪影響を考慮する。荷重としては，重

大事故等が発生した場合における機械的荷重に加えて，

環境圧力，温度及び自然現象による荷重を考慮する。 

 

自然現象の選定に当たっては，網羅的に抽出するため

に，地震，津波に加え，発電所敷地及びその周辺での発

生実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づ

き収集した洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火

災等の事象を考慮する。 

これらの事象のうち，重大事故等時における発電所敷

地及びその周辺での発生の可能性，重大事故等対処設備

への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕

の観点から，重大事故等時に重大事故等対処設備に影響

を与えるおそれがある事象として，地震，風（台風），

低温（凍結），降水及び積雪を選定する。これらの事象

のうち，低温（凍結）及び降水については，屋外の天候

による影響として考慮する。 

 重大事故等時の環境条件については，重大事故等時に

おける温度（環境温度及び使用温度），放射線及び荷重

に加えて，その他の使用条件として環境圧力，湿度によ

る影響，重大事故等時に海水を通水する系統への影響，

自然現象による影響，ロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-①外部人為

事象の影響，周辺機器等からの悪影響及び冷却材の性状

（冷却材中の破損物等の異物を含む。）の影響を考慮す

る。荷重としては，重大事故等が発生した場合における

機械的荷重に加えて，環境圧力，温度及び自然現象によ

る荷重を考慮する。 

 

自然現象について，重大事故等時に重大事故等対処設

備に影響を与えるおそれがある事象として，地震，風

（台風），低温（凍結），降水及び積雪を選定する。これ

らの事象のうち，低温（凍結）及び降水については，屋

外の天候による影響として考慮する。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-3-1)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-①

と同義であり，整合してい

る。 

  

自然現象による荷重の組合せについては，地震，風（台

風）及び積雪の影響を考慮する。 

自然現象による荷重の組合せについては，地震，風

（台風）及び積雪の影響を考慮する。 

 自然現象による荷重の組合せについては，地震，風

（台風）及び積雪の影響を考慮する。 

    

これらの環境条件のうち，重大事故等時における環境

温度，環境圧力，湿度による影響，屋外の天候による影

響，重大事故等時の放射線による影響及び荷重に対して

これらの環境条件のうち，重大事故等時における環境

温度，環境圧力，湿度による影響，屋外の天候による影

響，重大事故等時の放射線による影響及び荷重に対して

 これらの環境条件のうち，重大事故等時における環境

温度，環境圧力，湿度による影響，屋外の天候による影

響（低温（凍結）及び降水），重大事故等時の放射線に
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は，重大事故等対処設備ロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-②の設置場

所（使用場所）又は保管場所に応じて，以下の設備分類ご

とに必要な機能を有効に発揮できる設計とする。 

は，重大事故等対処設備を設置（使用）又は保管する場

所に応じて，以下の設備分類ごとに必要な機能を有効に

発揮できる設計とする。 

よる影響及び荷重に対しては，重大事故等対処設備ロ

(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-②を設置（使用）又は保管する場所

に応じて，以下の設備分類ごとに必要な機能を有効に発

揮できる設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-3-1)-②は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-②

と同義であり，整合してい

る。 

  (1)環境圧力，環境温度及び湿度による影響，放射線に

よる影響，屋外の天候による影響（低温（凍結）及び

降水）並びに荷重 

＜中略＞ 

  

原子炉格納容器内の重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等時における原子炉格納容器内の環境条件を

考慮した設計とする。また，地震による荷重を考慮して，

機能を損なわない設計とする。操作は，中央制御室から

可能な設計とする。 

原子炉建屋原子炉区域内の重大事故等対処設備は，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮する。ま

た，地震による荷重を考慮して，機能を損なわない設計

とするとともに，可搬型重大事故等対処設備は，必要に

より当該設備の落下防止，転倒防止，固縛の措置をとる。

操作は，中央制御室，異なる区画若しくは離れた場所又

は設置場所で可能な設計とする。 

原子炉格納容器内の重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等時における原子炉格納容器内の環境条件を

考慮した設計とする。また，地震による荷重を考慮し

て，機能を損なわない設計とする。操作は，中央制御室

から可能な設計とする。 

原子炉建屋原子炉区域内の重大事故等対処設備は，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮する。ま

た，地震による荷重を考慮して，機能を損なわない設計

とするとともに，可搬型重大事故等対処設備は，必要に

より当該設備の落下防止，転倒防止，固縛の措置をと

る。操作は，中央制御室，異なる区画若しくは離れた場

所又は設置場所で可能な設計とする。 

 原子炉格納容器内の重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等時における原子炉格納容器内の環境条件を

考慮した設計とする。また，地震による荷重を考慮して，

機能を損なわない設計とする。操作は，中央制御室から

可能な設計とする。 

 原子炉建屋原子炉区域内の重大事故等対処設備は，想

定される重大事故等時における環境条件を考慮する。ま

た，地震による荷重を考慮して，機能を損なわない設計

とするとともに，可搬型重大事故等対処設備は，必要に

より当該設備の落下防止，転倒防止及び固縛の措置をと

る。操作は中央制御室，異なる区画若しくは離れた場所

又は設置場所で可能な設計とする。 

    

   このうち，インターフェイスシステムLOCA時，使用済

燃料貯蔵プールにおける重大事故に至るおそれのある事

故又は主蒸気管破断事故起因の重大事故等時に使用する

設備については，これらの環境条件を考慮した設計とす

るか，これらの環境影響を受けない区画等に設置する。

特に，使用済燃料貯蔵プール監視カメラは，使用済燃料

貯蔵プールに係る重大事故等時に使用するため，その環

境影響を考慮して，空気を供給し冷却することで耐環境

性向上を図る設計とする。 

  

原子炉建屋内の原子炉区域外及びその他の建屋内の重

大事故等対処設備は，重大事故等時におけるそれぞれの

場所の環境条件を考慮した設計とする。 

原子炉建屋内の原子炉区域外及びその他の建屋内の重

大事故等対処設備は，重大事故等時におけるそれぞれの

場所の環境条件を考慮した設計とする。 

 原子炉建屋内の原子炉区域外及びその他の建屋内の重

大事故等対処設備は，重大事故等時におけるそれぞれの

場所の環境条件を考慮した設計とする。 

    

また，地震による荷重を考慮して，機能を損なわない設

計とするとともに，可搬型重大事故等対処設備は，必要

また，地震による荷重を考慮して，機能を損なわない

設計とするとともに，可搬型重大事故等対処設備は，必

 また，地震による荷重を考慮して，機能を損なわない

設計とするとともに，可搬型重大事故等対処設備は，必
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により当該設備の落下防止，転倒防止，固縛の措置をと

る。 

要により当該設備の落下防止，転倒防止，固縛の措置を

とる。 

要により当該設備の落下防止，転倒防止及び固縛の措置

をとる。 

操作は，中央制御室，異なる区画若しくは離れた場所又

は設置場所で可能な設計とする。 

操作は中央制御室，異なる区画若しくは離れた場所又

は設置場所で可能な設計とする。 

操作は中央制御室，異なる区画若しくは離れた場所又

は設置場所で可能な設計とする。 

    

屋外及び建屋屋上の重大事故等対処設備は，重大事故

等時における屋外の環境条件を考慮した設計とする。操

作は，中央制御室，離れた場所又は設置場所で可能な設

計とする。 

屋外及び建屋屋上の重大事故等対処設備は，重大事故

等時における屋外の環境条件を考慮した設計とする。操

作は，中央制御室，離れた場所又は設置場所で可能な設

計とする。 

 屋外及び建屋屋上の重大事故等対処設備は，重大事故

等時における屋外の環境条件を考慮した設計とする。操

作は中央制御室，離れた場所又は設置場所で可能な設計

とする。 

    

また，地震，風（台風）及び積雪の影響による荷重を考

慮し，機能を損なわない設計とするとともに，可搬型重

大事故等対処設備については，必要により当該設備の落

下防止，転倒防止，固縛の措置をとる。 

また，地震，風（台風）及び積雪の影響による荷重を

考慮し，機能を損なわない設計とするとともに，可搬型

重大事故等対処設備については，必要により当該設備の

落下防止，転倒防止，固縛の措置をとる。 

 また，地震，風（台風）及び積雪の影響による荷重を

考慮し，機能を損なわない設計とするとともに，可搬型

重大事故等対処設備については，必要により当該設備の

落下防止，転倒防止，固縛の措置をとる。 

＜中略＞ 

 積雪の影響を考慮して，必要により除雪等の措置を

講じる。 

原子炉格納容器内の安全施設及び重大事故等対処設

備は，設計基準事故等及び重大事故等時に想定される

圧力，温度等に対して，格納容器スプレイ水による影

響を考慮しても，その機能を発揮できる設計とする。 

安全施設及び重大事故等対処設備のうち，主たる流

路に影響を与える範囲については，主たる流路の機能

を維持できるよう，主たる流路と同一又は同等の規格

で設計する。 

    

  (2) 海水を通水する系統への影響   

海水を通水する系統への影響に対しては，常時海水を

通水する，海に設置する，又は海で使用する重大事故等

対処設備は耐腐食性材料を使用するロ(3)(ⅰ)b.(c-3-

1)-③設計とする。常時海水を通水するコンクリート構造

物については，腐食を考慮した設計とする。使用時に海

水を通水する重大事故等対処設備は，海水の影響を考慮

した設計とする。原則，淡水を通水するが，海水も通水す

る可能性のある重大事故等対処設備は，可能な限り淡水

を優先し，海水通水を短期間とすることで，設備への海

水の影響を考慮する。また，海から直接取水する際の異

物の流入防止を考慮した設計とする。 

海水を通水する系統への影響に対しては，常時海水を

通水する，海に設置する，又は海で使用する重大事故等

対処設備は耐腐食性材料を使用する設計とする。常時海

水を通水するコンクリート構造物については，腐食を考

慮した設計とする。使用時に海水を通水する重大事故等

対処設備は，海水の影響を考慮した設計とする。原則，

淡水を通水するが，海水も通水する可能性のある重大事

故等対処設備は，可能な限り淡水を優先し，海水通水を

短期間とすることで，設備への海水の影響を考慮する。

また，海から直接取水する際の異物の流入防止を考慮し

た設計とする。 

 海水を通水する系統への影響に対しては，常時海水を

通水する，海に設置する又は海で使用する安全施設及び

重大事故等対処設備は耐腐食性材料を使用ロ(3)(ⅰ)b. 

(c-3-1)-③する。常時海水を通水するコンクリート構造

物については，腐食を考慮した設計とする。また，使用

時に海水を通水する重大事故等対処設備は，海水の影響

を考慮した設計とする。 

 原則，淡水を通水するが，海水も通水する可能性のあ

る重大事故等対処設備は，可能な限り淡水を優先し，海

水通水を短期間とすることで，設備への海水の影響を考

慮する。また，海から直接取水する際の異物の流入防止

を考慮した設計とする。 

 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-3-1)-③は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-③

と同義であり，整合してい

る。 

  

  5.1.2 多様性，位置的分散等   

53



 

                                                                    ロ-337 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
1 
R
0 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

(1) 多重性又は多様性及び独立性 

a. 常設重大事故等対処設備 

ロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-④発電所敷地又はその周辺にお

いて想定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる

原因となるおそれがある事象であって人為によるものの

うち重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事

象として選定する電磁的障害に対しては，重大事故等対

処設備は，ロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-⑤重大事故等時において

も電磁波により機能を損なわない設計とする。 

発電所敷地又はその周辺において想定される発電用原

子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある

事象であって人為によるものの選定に当たっては，網羅

的に抽出するために，発電所敷地及びその周辺での発生

実績の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき

収集した飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，

近隣工場等の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障

害，故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム等

の事象を考慮する。これらの事象のうち，発電所敷地及

びその周辺での発生の可能性，重大事故等対処設備への

影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観

点から，重大事故等対処設備に影響を与えるおそれがあ

る事象として選定する電磁的障害に対しては，重大事故

等対処設備は，重大事故等時においても電磁波により機

能を損なわない設計とする。 

＜中略＞ 

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，常設重大事故防止設備がその機能を確実に

発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件におけ

る健全性については「5.1.5 環境条件等」に基づく設

計とする。風（台風），低温（凍結），降水，積雪及び

ロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-④a 電磁的障害に対して常設重大

事故防止設備は，環境条件にて考慮し機能が損なわれな

い設計とする。 

b. 可搬型重大事故等対処設備 

＜中略＞ 

環境条件に対しては，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，放射線，荷重及びその他の使用条

件において，可搬型重大事故等対処設備がその機能を確

実に発揮できる設計とする。重大事故等時の環境条件に

おける健全性については「5.1.5 環境条件等」に基づ

く設計とする。風（台風），低温（凍結），降水，積雪

及びロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-④b 電磁的障害に対して可搬

型重大事故等対処設備は，環境条件にて考慮し機能が損

なわれない設計とする。 

＜中略＞ 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-3-1)-④a 及びロ

(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-④b は，

設置変更許可申請書（本文（ 

五号））のロ(3)(ⅰ)b.(c-3-

1)-④を含んでおり，整合し

ている。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-3-1)-⑤は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)b.(c-3-1)-⑤

と同義であり，整合してい

る。 

 

  5.1.5 環境条件等 

(3) 電磁的障害 

＜中略＞ 

  

  電磁的障害に対しては，安全施設は，通常運転時，

運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故が発生し

た場合，また，重大事故等対処設備は，ロ(3)(ⅰ)b. 

(c-3-1)-⑤重大事故等が発生した場合においても，電

磁波によりその機能が損なわれない設計とする。 

 

 

  

  (4) 周辺機器等からの悪影響 

＜中略＞ 

  

重大事故等対処設備は，事故対応のために配置・配備し

ている自主対策設備を含む周辺機器等からの悪影響によ

り機能を損なわない設計とする。周辺機器等からの悪影

重大事故等対処設備は，事故対応のために配置・配備

している自主対策設備を含む周辺機器等からの悪影響に

より機能を損なわない設計とする。周辺機器等からの悪

 重大事故等対処設備は，事故対応のために配置・配備

している自主対策設備を含む周辺機器等からの悪影響に

より機能を損なわない設計とする。周辺機器等からの悪
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響としては，地震，火災，溢水による波及的影響を考慮す

る。 

影響としては，地震，火災，溢水による波及的影響を考

慮する。 

影響としては，地震，火災及び溢水による波及的影響を

考慮する。 

溢水に対しては，重大事故等対処設備は，想定される溢

水により機能を損なわないように，重大事故等対処設備

の設置区画の止水対策等を実施する。 

溢水に対しては，重大事故等対処設備は，想定される溢

水により機能を損なわないように，重大事故等対処設備

の設置区画の止水対策等を実施する。 

 溢水に対しては，重大事故等対処設備は，想定される

溢水により機能を損なわないように，重大事故等対処設

備の設置区画の止水対策等を実施する。 

    

 地震による荷重を含む耐震設計については，「1.4.2 

重大事故等対処施設の耐震設計」に，火災防護について

は，「1.6.2 重大事故等対処施設の火災防護に関する基

本方針」に示す。 

地震による荷重を含む耐震設計については，「2.1 地

震による損傷の防止」に，火災防護については，「3.1 

火災による損傷の防止」に基づく設計とし，それらの事

象による波及的影響により重大事故等に対処するために

必要な機能を損なわない設計とする。 

 

  

(c-3-2) 重大事故等対処設備の設置場所 (2) 重大事故等対処設備の設置場所 (5) 設置場所における放射線 

＜中略＞ 

    

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作及び復旧作業に支障がないよう

に，放射線量の高くなるおそれの少ない設置場所の選定，

当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当該設備の

設置場所で操作可能な設計，放射線の影響を受けない異

なる区画若しくは離れた場所から遠隔で操作可能な設計

又は中央制御室遮蔽区域内である中央制御室から操作可

能な設計とする。 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作及び復旧作業に支障がないよう

に，放射線量の高くなるおそれの少ない設置場所の選

定，当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当該設

備の設置場所で操作可能な設計，放射線の影響を受けな

い異なる区画若しくは離れた場所から遠隔で操作可能な

設計，又は中央制御室遮蔽区域内である中央制御室から

操作可能な設計とする。 

 重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作及び復旧作業に支障がないよう

に，放射線量の高くなるおそれの少ない設置場所の選

定，当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当該設

備の設置場所で操作可能な設計，放射線の影響を受けな

い異なる区画若しくは離れた場所から遠隔で操作可能な

設計，又は中央制御室遮蔽区域内である中央制御室から

操作可能な設計とする。 

＜中略＞ 

    

  
(6) 冷却材の性状 
冷却材を内包する安全施設は，水質管理基準を定めて

水質を管理することにより異物の発生を防止する設計

とする。 

 安全施設及び重大事故等対処設備は，系統外部から異

物が流入する可能性のある系統に対しては，ストレーナ

等を設置することにより，その機能を有効に発揮できる

設計とする。 

 

 

    

(c-3-3) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所 (3) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所 5.1.5 環境条件等 

(5) 設置場所における放射線 

＜中略＞ 

    

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に

 可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に
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支障がないように，放射線量の高くなるおそれの少ない

設置場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽の設置等

により，当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な

設計とする。 

支障がないように，放射線量の高くなるおそれの少ない

設置場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽の設置等

により，当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な

設計とする。 

支障がないように，放射線量の高くなるおそれの少ない

設置場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽の設置等

により，当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な

設計とする。 

(c-4) 操作性及び試験・検査性 

(c-4-1) 操作性の確保 

(c-4-1-1) 操作の確実性 

1.1.7.4 操作性及び試験・検査性 

(1) 操作性の確保 

a. 操作の確実性 

5.1.6 操作性及び試験・検査性 

(1) 操作性の確保 

    

  
 重大事故等対処設備は，手順書の整備，教育・訓練

により，想定される重大事故等が発生した場合におい

ても，確実に操作でき，設置変更許可申請書「十 発

電用原子炉の炉心の著しい損傷その他の事故が発生し

た場合における当該事故に対処するために必要な施設

及び体制の整備に関する事項」ハで考慮した要員数と

想定時間内で，アクセスルートの確保を含め重大事故

等に対処できる設計とする。 

    

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作を確実なものとするため，重大

事故等時の環境条件を考慮し，操作が可能な設計とする。 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作を確実なものとするため，重大

事故等時の環境条件を考慮し，操作が可能な設計とす

る。 

 重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作を確実なものとするため，重大

事故等時の環境条件を考慮し，操作が可能な設計とす

る。 

    

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間を確保す

るとともに，確実な操作ができるよう，必要に応じて操

作足場を設置する。また，防護具，可搬型照明等は重大事

故等時に迅速に使用できる場所に配備する。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間を確保す

るとともに，確実な操作ができるよう，必要に応じて操

作足場を設置する。また，防護具，可搬型照明等は重大

事故等時に迅速に使用できる場所に配備する。 

重大事故等対処設備は，操作する全ての設備に対し，

十分な操作空間を確保するとともに，確実な操作ができ

るよう，必要に応じて操作足場を設置する。また，防護

具，可搬型照明等は重大事故等時に迅速に使用できる場

所に配備する。 

    

現場操作において工具を必要とする場合は，一般的に

用いられる工具又は専用の工具を用いて，確実に作業が

できる設計とする。工具は，作業場所の近傍又はアクセ

スルートの近傍に保管できる設計とする。可搬型重大事

故等対処設備は，運搬・設置が確実に行えるように，人力

又は車両等による運搬，移動ができるとともに，必要に

より設置場所にてアウトリガの張り出し又は輪留めによ

る固定等が可能な設計とする。 

現場操作において工具を必要とする場合は，一般的に

用いられる工具又は専用の工具を用いて，確実に作業が

できる設計とする。工具は，作業場所の近傍又はアクセ

スルートの近傍に保管できる設計とする。可搬型重大事

故等対処設備は運搬・設置が確実に行えるように，人力

又は車両等による運搬，移動ができるとともに，必要に

より設置場所にてアウトリガの張り出し又は輪留めによ

る固定等が可能な設計とする。 

 現場操作において工具を必要とする場合は，一般的に

用いられる工具又は専用の工具を用いて，確実に作業が

できる設計とする。工具は，作業場所の近傍又はアクセ

スルートの近傍に保管できる設計とする。可搬型重大事

故等対処設備は運搬，設置が確実に行えるように，人力

又は車両等による運搬，移動ができるとともに，必要に

より設置場所にてアウトリガの張り出し又は輪留めによ

る固定等が可能な設計とする。 

    

現場の操作スイッチは運転員等の操作性を考慮した設

計とする。また，電源操作が必要な設備は，感電防止のた

め露出した充電部への近接防止を考慮した設計とする。

現場において人力で操作を行う弁は，手動操作が可能な

設計とする。現場での接続操作は，ボルト・ネジ接続，フ

現場の操作スイッチは運転員等の操作性を考慮した設

計とする。また，電源操作が必要な設備は，感電防止の

ため露出した充電部への近接防止を考慮した設計とす

る。現場において人力で操作を行う弁は，手動操作が可

能な設計とする。現場での接続操作は，ボルト・ネジ接

 現場の操作スイッチは運転員等の操作性を考慮した設

計とする。また，電源操作が必要な設備は，感電防止の

ため露出した充電部への近接防止を考慮した設計とす

る。 

    

56



 

                                                                    ロ-340 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
1 
R
0 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

ランジ接続又はより簡便な接続方式等，接続方式を統一

することにより，確実に接続が可能な設計とする。また，

重大事故等に対処するために迅速な操作を必要とする機

器は，必要な時間内に操作できるように中央制御室での

操作が可能な設計とする。制御盤の操作器は，運転員の

操作性を考慮した設計とする。 

続，フランジ接続又はより簡便な接続方式等，接続方式

を統一することにより，確実に接続が可能な設計とす

る。また，重大事故等に対処するために迅速な操作を必

要とする機器は，必要な時間内に操作できるように中央

制御室での操作が可能な設計とする。制御盤の操作器は

運転員の操作性を考慮した設計とする。 

現場において人力で操作を行う弁は，手動操作が可能

な設計とする。現場での接続操作は，ボルト・ネジ接

続，フランジ接続又はより簡便な接続方式等，使用する

設備に応じて接続方式を統一することにより，確実に接

続が可能な設計とする。また，重大事故等に対処するた

めに迅速な操作を必要とする機器は，必要な時間内に操

作できるように中央制御室での操作が可能な設計とす

る。制御盤の操作器は運転員の操作性を考慮した設計と

する。 

想定される重大事故等において操作する重大事故等対

処設備のうち動的機器については，その作動状態の確認

が可能な設計とする。 

想定される重大事故等において操作する重大事故等対

処設備のうち動的機器については，その作動状態の確認

が可能な設計とする。 

想定される重大事故等において操作する重大事故等対

処設備のうち動的機器については，その作動状態の確認

が可能な設計とする。 

    

(c-4-1-2) 系統の切替性 b. 系統の切替性 
 

    

重大事故等対処設備のうち，本来の用途以外の用途と

して重大事故等に対処するために使用する設備は，通常

時に使用する系統から速やかに切替操作が可能なよう

に，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

重大事故等対処設備のうち，本来の用途以外の用途と

して重大事故等に対処するために使用する設備は，通常

時に使用する系統から速やかに切替操作が可能なよう

に，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

重大事故等対処設備のうち，本来の用途以外の用途と

して重大事故等に対処するために使用する設備は，通常

時に使用する系統から速やかに切替操作が可能なよう

に，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

    

(c-4-1-3) 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接

続性 

c. 可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性 
 

    

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と接続するもの

については，容易かつ確実に接続できるように，ケーブ

ルはボルト・ネジ接続又はより簡便な接続方式等を用い，

配管は配管径や内部流体の圧力によって，大口径配管又

は高圧環境においてはフランジを用い，小口径配管，か

つ，低圧環境においてはより簡便な接続方式等を用いる

設計とする。高圧窒素ガスボンベ，タンクローリ等につ

いては，各々専用の接続方式を用いる。また，発電用原子

炉施設間で相互に使用することができるように，6号及び

7号炉とも同一形状とするとともに，同一ポンプを接続す

る配管は口径を統一する等，複数の系統での接続方式の

統一も考慮する。 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と接続するもの

については，容易かつ確実に接続できるように，ケーブ

ルはボルト・ネジ接続又はより簡便な接続方式等を用

い，配管は配管径や内部流体の圧力によって，大口径配

管又は高圧環境においてはフランジを用い，小口径配管

かつ低圧環境においてはより簡便な接続方式等を用いる

設計とする。高圧窒素ガスボンベ，タンクローリ等につ

いては，各々専用の接続方式を用いる。また，発電用原

子炉施設間で相互に使用することができるように，6号

及び 7号炉とも同一形状とするとともに，同一ポンプを

接続する配管は口径を統一する等，複数の系統での接続

方式の統一も考慮する。 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と接続するもの

については，容易かつ確実に接続できるように，ケーブ

ルはボルト・ネジ接続又はより簡便な接続方式等を用

い，配管は配管径や内部流体の圧力によって，大口径配

管又は高圧環境においてはフランジを用い，小口径配管

かつ低圧環境においてはより簡便な接続方式等を用いる

設計とする。高圧窒素ガスボンベ，タンクローリ等につ

いては，各々専用の接続方式を用いる。また，発電用原

子炉施設間で相互に使用することができるように，6号

機及び7号機とも同一形状とするとともに，同一ポンプ

を接続する配管は口径を統一する等，複数の系統での接

続方式の統一も考慮する。 

    

(c-4-1-4) 発電所内の屋外道路及び屋内通路の確保 d. 発電所内の屋外道路及び屋内通路の確保 
 

    

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬

型重大事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状

況を把握するため，発電所内の道路及び通路が確保でき

るよう，以下の設計とする。 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬

型重大事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状

況を把握するため，発電所内の道路及び通路が確保でき

るよう，以下の設計とする。 

 想定される重大事故等が発生した場合において，可搬

型重大事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状

況を把握するため，発電所内の道路及び通路が確保でき

るよう，以下の設計とする。 
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屋外及び屋内において，アクセスルートは，自然現象，

ロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-4)-①発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの，溢水及び火災を想定しても，運搬，移動に支障

をきたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアク

セスルートを確保する。 

屋外及び屋内において，アクセスルートは，自然現象，

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるもの，溢水及び火災を

想定しても，運搬，移動に支障をきたすことのないよう，

迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保する。 

 屋外及び屋内において，アクセスルートは，自然現

象，ロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-4)-①外部人為事象，溢水及び

火災を想定しても，運搬，移動に支障をきたすことのな

いよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルートを確保

する設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-4-1-4)-①は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-4 

)-①と同義であり，整合して

いる。 

 

屋外アクセスルートに影響を与えるおそれがある自然

事象として，地震，津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），

降水，積雪及び火山の影響を選定する。 

屋外及び屋内アクセスルートに対する自然現象につい

ては，網羅的に抽出するために，地震，津波に加え，発電

所敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国

内外の基準や文献等に基づき収集した洪水，風（台風），

竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生

物学的事象，森林火災等の事象を考慮する。 

これらの事象のうち，発電所敷地及びその周辺での発

生の可能性，屋外アクセスルートへの影響度，事象進展速

度や事象進展に対する時間余裕の観点から，屋外アクセ

スルートに影響を与えるおそれがある事象として，地震，

津波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪及び火

山の影響を選定する。なお，森林火災の出火原因となるの

は，たき火やタバコ等の人為よるものが大半であること

を考慮し，森林火災については，人為によるもの（火災・

爆発）として選定する。また，地滑りについては，地震に

よる影響に包絡される。 

屋外及び屋内アクセスルートに影響を与えるおそれが

ある自然現象として，地震，津波，風（台風），竜巻，

低温（凍結），降水，積雪，落雷，火山の影響及び生物

学的事象を選定する。 

  

屋外及び屋内アクセスルートに対するロ(3)(ⅰ)b.(c-

4-1-4)-②発電所敷地又はその周辺において想定される

発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそ

れがある事象であって人為によるものについては，屋外

アクセスルートに影響を与えるおそれがある事象として

選定する火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等）及び有毒ガスに対して，迂回路も考

慮した複数のアクセスルートを確保する設計とする。 

屋外及び屋内アクセスルートに対する発電所敷地又は

その周辺において想定される発電用原子炉施設の安全性

を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為

によるものについては，網羅的に抽出するために，発電

所敷地及びその周辺での発生実績の有無に関わらず，国

内外の基準や文献等に基づき収集した飛来物（航空機落

下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガ

ス，船舶の衝突，電磁的障害，故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズム等の事象を考慮する。これらの

事象のうち，発電所敷地及びその周辺での発生の可能

性，屋外アクセスルートへの影響度，事象進展速度や事

象進展に対する時間余裕の観点から，屋外アクセスルー

トに影響を与えるおそれがある事象として選定する火

災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機

 屋外及び屋内アクセスルートに対するロ(3)(ⅰ)b.(c 

-4-1-4)-②外部人為事象については，屋外アクセスルー

トに影響を与えるおそれがある事象として選定する火

災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機

落下火災等），有毒ガス及び故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムに対して，迂回路も考慮した複数

のアクセスルートを確保する設計とする。 

 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-4-1-4)-②は，設置

変更許可申請書（本文（五

号））のロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-

4)-②と同義であり，整合し

ている。 
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落下火災等）及び有毒ガスに対して，迂回路も考慮した

複数のアクセスルートを確保する設計とする。 

屋外アクセスルートに対する地震による影響（周辺構

造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），そ

の他自然現象による影響（風（台風）及び竜巻による飛来

物，積雪並びに火山の影響）を想定し，複数のアクセスル

ートの中から状況を確認し，早期に復旧可能なアクセス

ルートを確保するため，障害物を除去可能なホイールロ

ーダを 4 台（予備 1 台）保管，使用する。また，地震に

よる屋外タンクからの溢水及び降水に対しては，道路上

への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受けない

箇所にアクセスルートを確保する設計とする。 

屋外アクセスルートに対する地震による影響（周辺構

造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），

その他自然現象による影響（風（台風）及び竜巻による

飛来物，積雪並びに火山の影響）を想定し，複数のアク

セスルートの中から状況を確認し，早期に復旧可能なア

クセスルートを確保するため，障害物を除去可能なホイ

ールローダを 4台（予備 1台）保管，使用する。また，

地震による屋外タンクからの溢水及び降水に対しては，

道路上への自然流下も考慮した上で，通行への影響を受

けない箇所にアクセスルートを確保する設計とする。 

 屋外アクセスルートに対する地震による影響（周辺構

造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），

その他自然現象による影響（風（台風）及び竜巻による

飛来物，積雪並びに火山の影響）を想定し，複数のアク

セスルートの中から状況を確認し，早期に復旧可能なア

クセスルートを確保するため，障害物を除去可能なホイ

ールローダ（「6，7号機共用」（以下同じ。））を4台

（予備1台）保管，使用する。また，地震による屋外タ

ンクからの溢水及び降水に対しては，道路上への自然流

下も考慮した上で，通行への影響を受けない箇所にアク

セスルートを確保する設計とする。 

    

津波の影響については，基準津波による遡上域最大水

位よりも高い位置にアクセスルートを確保する設計とす

る。 

津波の影響については，基準津波による遡上域最大水

位よりも高い位置にアクセスルートを確保する設計とす

る。 

 津波の影響については，基準津波による遡上域最大水

位よりも高い位置にアクセスルートを確保する設計とす

る。 

屋外アクセスルートは，自然現象のうち，低温（凍

結）に対しては，迂回路も考慮した複数のアクセスルー

トを確保する設計とする。 

落雷に対しては，道路面が直接影響を受けることはな

いため，さらに生物学的事象に対しては，容易に排除可

能なため，アクセスルートへの影響はない。 

    

屋外アクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の

崩壊及び道路面のすべりで崩壊土砂が広範囲に到達する

ことを想定した上で，ホイールローダによる崩壊箇所の

仮復旧を行うことで，通行性を確保できる設計とする。

また，不等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所に

おいては，段差緩和対策等を行う，迂回する，又は砕石に

よる段差解消対策により対処する設計とする。 

屋外アクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の

崩壊及び道路面のすべりで崩壊土砂が広範囲に到達する

ことを想定した上で，ホイールローダによる崩壊箇所の

仮復旧を行うことで，通行性を確保できる設計とする。

また，不等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所に

おいては，段差緩和対策等を行う，迂回する，又は砕石

による段差解消対策により対処する設計とする。 

屋外アクセスルートは，考慮すべき自然現象のうち，

低温（凍結）及び積雪に対して，道路については融雪剤

を配備し，車両については走行可能なタイヤを装着する

ことにより通行性を確保できる設計とする。 

＜中略＞ 

 屋外アクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の

崩壊及び道路面のすべりで崩壊土砂が広範囲に到達する

ことを想定した上で，ホイールローダによる崩壊箇所の

仮復旧を行うことで，通行性を確保できる設計とする。

また，不等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所に

おいては，段差緩和対策等を行う，迂回する，又は砕石

による段差解消対策により対処する設計とする。 

屋外アクセスルートは，自然現象のうち低温（凍

結）及び積雪に対して，道路については融雪剤を配備

し，車両については走行可能なタイヤ等を装着するこ

とにより通行性を確保できる設計とする。 

    

屋内アクセスルートは，自然現象として選定する津波，

風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落雷，火

山の影響及び生物学的事象による影響に対して，外部か

屋内アクセスルートは，自然現象として選定する津

波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，火山の影響，生物学的事象による影響に対して，外

 屋内アクセスルートは，自然現象として選定する津

波，風（台風），竜巻，低温（凍結），降水，積雪，落

雷，火山の影響及び生物学的事象による影響に対して，
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らの衝撃による損傷の防止が図られた建屋内に確保する

設計とする。 

部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋内に確保

する設計とする。 

＜中略＞ 

外部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋内に確

保する設計とする。 

また，ロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-4)-③発電所敷地又はその周

辺における発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因

となるおそれがある事象であって人為によるものとして

選定する火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，

航空機落下火災等）及び有毒ガスに対して，外部からの

衝撃による損傷の防止が図られた建屋内に確保する設計

とする。 

また，発電所敷地又はその周辺における発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象

であって人為によるものとして選定する火災・爆発（森

林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機落下火災等）

及び有毒ガスに対して，外部からの衝撃による損傷の防

止が図られた建屋内に確保する設計とする。 

屋内アクセスルートにおいては，機器からの溢水に対

して適切な防護具を着用する。また，地震時に通行が阻

害されないように，アクセスルート上の資機材の固縛，

転倒防止対策及び火災の発生防止対策を実施する。万一

通行が阻害される場合は迂回する又は乗り越える。 

＜中略＞ 

 屋内アクセスルートは，ロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-4)-③外

部人為事象として選定する火災・爆発（森林火災，近隣

工場等の火災・爆発，航空機落下火災等）及び有毒ガス

に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた

建屋内に確保する設計とする。 

 屋内アクセスルートの設定に当たっては，油内包機

器による地震随伴火災の影響や，水又は蒸気内包機器

による地震随伴溢水の影響を考慮するとともに，迂回

路を含む複数のルート選定が可能な配置設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-4-1-4)-③は，設置

変更許可申請書（本文（五号 

））のロ(3)(ⅰ)b.(c-4-1-

4)-③と同義であり，整合し

ている。 

  

(c-4-2) 試験・検査性 (2) 試験・検査性 (2) 試験・検査性 

＜中略＞ 

    

重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認するた

め，発電用原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保

守点検，試験又は検査を実施できるよう，機能・性能の確

認，漏えいの有無の確認，分解点検等ができる構造とす

る。また，接近性を考慮して必要な空間等を備え，構造上

接近又は検査が困難である箇所を極力少なくする。 

ロ(3)(ⅰ)b.(c-4-2)-①試験及び検査は，使用前検査，

施設定期検査，定期安全管理検査及び溶接安全管理検査

の法定検査に加え，保全プログラムに基づく点検が実施

可能な設計とする。 

重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認するた

め，発電用原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保

守点検，試験又は検査を実施できるよう，機能・性能の

確認，漏えいの有無の確認，分解点検等ができる構造と

する。また，接近性を考慮して必要な空間等を備え，構

造上接近又は検査が困難である箇所を極力少なくする。 

試験及び検査は，使用前検査，施設定期検査，定期安

全管理検査及び溶接安全管理検査の法定検査に加え，保

全プログラムに基づく点検が実施可能な設計とする。 

 重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確認するた

め，発電用原子炉の運転中又は停止中に必要な箇所の保

守点検，試験又は検査を実施できるよう，機能・性能の

確認，漏えいの有無の確認，分解点検等ができる構造と

し，そのために必要な配置，空間等を備えた設計とす

る。また，接近性を考慮して必要な空間等を備え，構造

上接近又は検査が困難である箇所を極力少なくする。 

 設計基準対象施設及びロ(3)(ⅰ)b.(c-4-2)-①重大事

故等対処設備は，使用前事業者検査及び定期事業者検査

の法定検査に加え，保全プログラムに基づく点検が実施

できる設計とする。 

重大事故等対処設備は，原則系統試験及び漏えいの

有無の確認が可能な設計とする。系統試験について

は，テストラインなどの設備を設置又は必要に応じて

準備することで試験可能な設計とする。また，悪影響

防止の観点から他と区分する必要があるもの又は単体

で機能・性能を確認するものは，他の系統と独立して

機能・性能確認が可能な設計とする。 

設計及び工事の計画のロ(3) 

(ⅰ)b.(c-4-2)-①は，設置変

更許可申請書（本文（五号） 

）のロ(3)(ⅰ)b.(c-4-2)-①

と同義であり，整合してい

る。 

  

発電用原子炉の運転中に待機状態にある重大事故等対

処設備は，発電用原子炉の運転に大きな影響を及ぼす場

発電用原子炉の運転中に待機状態にある重大事故等対

処設備は，発電用原子炉の運転に大きな影響を及ぼす場

 発電用原子炉の運転中に待機状態にある重大事故等対

処設備は，発電用原子炉の運転に大きな影響を及ぼす場
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合を除き，運転中に定期的な試験又は検査が実施可能な

設計とする。また，多様性又は多重性を備えた系統及び

機器にあっては，各々が独立して試験又は検査ができる

設計とする。 

合を除き，運転中に定期的な試験又は検査が実施可能な

設計とする。また，多様性又は多重性を備えた系統及び

機器にあっては，各々が独立して試験又は検査ができる

設計とする。 

合を除き，運転中に定期的な試験又は検査が実施可能な

設計とする。また，多様性又は多重性を備えた系統及び

機器にあっては，各々が独立して試験又は検査ができる

設計とする。 

代替電源設備は，電気系統の重要な部分として，適切な

定期試験及び検査が可能な設計とする。 

代替電源設備は，電気系統の重要な部分として，適切

な定期試験及び検査が可能な設計とする。 

 代替電源設備は，電気系統の重要な部分として，適切

な定期試験及び検査が可能な設計とする。 

    

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設

備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可

能な設計とし，機能・性能確認，各部の経年劣化対策及び

日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要なも

のについては外観の確認が可能な設計とする。 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設

備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が

可能な設計とし，機能・性能確認，各部の経年劣化対策

及び日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要

なものについては外観の確認が可能な設計とする。 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設

備は，原則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が

可能な設計とし，機能・性能確認，各部の経年劣化対策

及び日常点検を考慮することにより，分解・開放が不要

なものについては外観の確認が可能な設計とする。 

    

(d) 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするため

の設備 

  

 

 
    

運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉の運

転を緊急に停止することができない事象が発生するおそ

れがある場合又は当該事象が発生した場合においても炉

心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するととも

に，発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な重大

事故等対処設備を設置する。 

 
  

 

 

 

 

設置変更許可申請書（本文

（五号））「ヘ.(5) (ⅻ)緊

急停止失敗時に発電用原子炉

を未臨界にするための設備」

に示す。 

  

(e) 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備 

  

 

 
    

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能

が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止する

ために必要な重大事故等対処設備を設置する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ホ.(3)(ⅱ) b. 

(a) 原子炉冷却材圧力バウン

ダリ高圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備」に示

す。 

  

(f) 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための設備   

 

 
    

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって，

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能

が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するために必要な重大事故等対処設備を設

置及び保管する。 

 

 

  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ホ.(3)(ⅱ) b. 
(b) 原子炉冷却材圧力バウン

ダリを減圧するための設備」

に示す。 
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(g) 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備 

  

 

 
    

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって，

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能

が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉

格納容器の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却す

るために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ホ.(3)(ⅱ) 

b.(c) 原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ低圧時に発電用原子炉

を冷却するための設備」に示

す。 

  

(h) 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備         

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱

を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損

傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生

する前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒー

トシンクへ熱を輸送するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。 

 

 

  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ホ.(4)(ⅴ) 最

終ヒートシンクへ熱を輸送す

るための設備」に示す。 

  

(i) 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
  

    

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷

却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止

するため，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させ

るために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の破損を防止するため，原子炉格納容器内の圧力

及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させるために必

要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 

 

  設置変更許可申請書（本文

（五号））「リ.(3)(ⅲ) a.

原子炉格納容器内の冷却等の

ための設備」に示す。 

  

(j) 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備   
 

    

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器の過圧による破損を防止するため，原子炉格納容器

バウンダリを維持しながら原子炉格納容器内の圧力及び

温度を低下させるために必要な重大事故等対処設備並び

に原子炉格納容器内の圧力を大気中に逃がすために必要

な重大事故等対処設備を設置及び保管する。これらの重

大事故等対処設備は，共通要因によって同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じる設

計とする。 

 

 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「リ.(3)(ⅲ) b.

原子炉格納容器の過圧破損を

防止するための設備」に示

す。 

  

62



 

                                                                    ロ-346 
 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
1-
1
-
1 
R
0 

設置変更許可申請書（本文（五号）） 設置変更許可申請書（添付書類八） 該当事項 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備考 

(k) 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための設

備 

  
    

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器の破損を防止するため，溶融し，原子炉格納容器の

下部に落下した炉心を冷却するために必要な重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却するこ

とで，溶融炉心・コンクリート相互作用（MCCI）を抑制し，

溶融炉心が原子炉格納容器バウンダリに接触することを

防止する。 

 

 

  設置変更許可申請書（本文

（五号））「リ.(3)(ⅲ) c.

原子炉格納容器下部の溶融炉

心を冷却するための設備」に

示す。 

  

(l) 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めの設備 

  

 

 
    

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納

容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」とい

う。）による破損を防止する必要がある場合には，水素爆

発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「リ.(3)(ⅲ) d.

水素爆発による原子炉格納容

器の破損を防止するための設

備」に示す。 

  

(m) 水素爆発による原子炉建屋等の破損を防止するため

の設備 

  

 

  
  

炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋

等の水素爆発による損傷を防止するために必要な重大事

故等対処設備を設置する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「リ.(4) (ⅲ)水

素爆発による原子炉建屋等の

損傷を防止するための設備」

に示す。 

  

(n) 使用済燃料プールの冷却等のための設備   
 

    

使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失し，

又は使用済燃料プールからの水の漏えいその他の要因に

より当該使用済燃料プールの水位が低下した場合におい

て使用済燃料プール内燃料体等を冷却し，放射線を遮蔽

し，及び臨界を防止するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。 

使用済燃料プールからの大量の水の漏えいその他の要

因により使用済燃料プールの水位が異常に低下した場合

において，使用済燃料プール内燃料体等の著しい損傷の

進行を緩和し，及び臨界を防止するために必要な重大事

故等対処設備を設置及び保管する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ニ.(3) (ⅱ)使

用済燃料貯蔵プールの冷却等

のための設備」に示す。 
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(o) 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設

備 

        

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は使用

済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷に至った場合に

おいて，発電所外への放射性物質の拡散を抑制するため

に必要な重大事故等対処設備を保管する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「リ.(3)(ⅲ) e.
発電所外への放射性物質の拡

散を抑制するための設備」に

示す。 

  

(p) 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備   
 

    

設計基準事故の収束に必要な水源とは別に，重大事故

等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保

することに加えて，発電用原子炉施設には，設計基準事

故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等

の収束に必要となる十分な量の水を供給するために必要

な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ホ.(4)(ⅵ)重大

事故等の収束に必要となる水

の供給設備」に示す。 

  

(q) 代替電源設備 
  

    

 設計基準事故対処設備の電源が喪失したことにより重

大事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷，原

子炉格納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷

を防止するため，必要な電力を確保するために必要な重

大事故等対処設備を設置及び保管する。 

 

 

  設置変更許可申請書（本文

（五号））「ヌ.(2)(ⅳ)代替

電源設備」に示す。 

  

(r) 計装設備   
 

    

重大事故等が発生し，計測機器（非常用のものを含む。）

の故障により，当該重大事故等に対処するために監視す

ることが必要なパラメータを計測することが困難となっ

た場合において，当該パラメータを推定するために必要

なパラメータを計測する設備を設置又は保管する。 

 
  設置変更許可申請書（本文

（五号））「へ.(1)計装」に

示す。 
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